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１ 概要 

平成18年 12月の教育基本法の一部改正及び平成19年３月の中央教育審議会の答申等を 

踏まえ、平成 19年６月に地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162

号。以下「地教行法」という。）が一部改正され、平成 20 年４月から、全ての教育委員会

は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、そ

の結果に関する報告書を作成し、議会に提出するとともに、公表しなければならないこと

とされている。 

 

２ 目的 

  教育委員会は、首長から独立した行政委員会として、全ての都道府県及び市町村等に設 

置されている。教育委員会制度は、政治的中立性の確保、継続性・安定性の確保及び地域 

住民の意向の反映の３つの意義を有する制度であり、レイマンコントロール（行政の一部 

を一般市民に委ねること）の観点から、様々な属性を持った複数の委員による合議により、 

教育行政の方針が決定されている。 
  静岡市教育委員会の点検・評価は、地教行法第 26 条第１項の規定に基づき、本市の教育

行政を効果的かつ効率的に推進し、住民への説明責任を果たすことを目的としている。 

 
３ 点検・評価の対象 

 （１）対象期間 

令和８年度に実施した点検・評価の対象は、前年度である令和７年度分の取組実績と 

する。 

 （２）対象範囲 

地教行法第 21 条で規定する教育委員会の職務権限に属する事務及び地方自治法（昭和

22 年法律第 67号）第 180 条の２の規定に基づき市長から補助執行を受け教育委員会にお

いて実際に管理・執行している事務とする。 

 （３）対象となる取組 

令和５年３月に策定した「第３期静岡市教育振興基本計画」の推進に向けて位置付け

られた「アクションプラン」に掲載された取組とする。 

 
４ 点検・評価の方法 

教育委員会（教育委員、事務局）において、対象となる取組の実施状況を点検・評価すると

ともに、重点的に取組を進めているもの※については、地方教育行政の組織及び運営に関する法

律第 26 条第２項に規定に基づき、学識経験者の知見を活用することとし、今後の効果的な実

施に向けて、学識経験者から助言をいただいた。 

なお、点検・評価の結果は、静岡市議会に報告するとともに、静岡市ホームページに掲

載し公表する。 
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※学識経験者から助言をいただいた取組は以下のとおり。 
  （各取組の番号は、アクションプランの掲載番号） 

 NO.４ 静岡版道徳教育の推進 

        NO.７ 豊富な自然環境を活かした環境教育の推進 

    NO.17 校則の見直しの推進 

    NO.26 特別支援教育の推進 

    NO.27 悩みを抱える児童生徒に対する支援の充実 

    NO.51 地域と協働した学校の運営 

    NO.56 部活動改革の推進  
 

５ 学識経験者について 

点検・評価の実施にあたり、今後の効果的な取組につなげるため、本市の教育行政に対

する多角的な観点からの知見を期し、本市教育行政に携わっている方々の中から選任した

次の学識経験者に協力いただいた。 

 

静岡大学教育学部 准教授 
島田 桂吾（しまだ けいご）氏 

常葉大学大学院学校教育研究科 教授 
安藤 雅之（あんどう まさゆき）氏  ※書面参加 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【参考】 
 地方教育行政の組織及び運営に関する法律 

 
（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第 26 条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育長に

委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項の規定により事務局職員

等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価

を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しな

ければならない。  

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有す

る者の知見の活用を図るものとする。  
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点検・評価結果

第３期静岡市教育振興基本計画
前期アクションプラン

（2023年度～2026年度）
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【評価の判断基準について】
成果指標（アウトカム）に対して、その年度の取組がどうであったのか、事務事業評価（※）の総合評価基準に準じて、次の区分で評価しています。

◎評価結果

区分

Ｓ

Ａ

Ｂ

Ｃ

－

※事務事業点検について
本市が実施する事務事業について、その成果を継続的に点検することにより、効果的かつ効率的な行財政運営を推進し、もって市政に関する透明性の確保及び市民サービスの向上を図るもの。

【令和７年度　取組総括表】　※取組には複数の成果指標が設定されている場合があるため、取組の数と評価の数は一致しません。

S A B C ―

6 2 4 3 1

9 3 6 2 1

5 1 4 3 1

10 2 6 4 1 1

3 1 3 1

7 1 10 3

1 1

1 1 1

8 2 10

2 1 4

9 4 7 1

6 2 7

1 1

2 1 2

8 3 7 2 1

1 1

1 1 1

7 1 8 1 1

4 2 4 1

91 27 87 16 7 6

4　地域全体で学び合い協働する環境づくり
を推進する

⑱学校と多様な主体との連携による子どもたちの学びの支援

⑲人生100年時代を支える豊かな学びの充実

２　誰もが幸せを感じながら生き生きと輝
く、多様性を尊重した学びを推進する

⑧特別支援教育の推進

⑨個々のニーズに対応した教育の推進

⑩教育機会の均等の確保

３　安全安心で魅力ある教育環境の整備と、
信頼される学校づくりを進める

⑪安全安心の確保

⑫市アセットマネジメント基本方針に則った教育施設の整備

⑬ICT環境の整備・充実

⑭質の高い教職員の確保

⑮教職員の資質向上と働き方改革の推進

⑯地域と協働した学校の運営

⑰学校の適正規模化

基本方向 施策
対象

取組数
※再掲含む

評価

1　急激な社会変化にも対応しながら、自ら
の豊かな未来を切り拓くことのできる力を
持った子どもたちを育てる

①総合的な学力の向上

②豊かな心・感性の育成

③健やかな体づくり

④静岡市民を育てる教育(シティズンシップ教育)

⑤国内外でグローカルに活躍できる人材の育成

⑥特色ある小中高等学校教育の推進

⑦教育DXの推進

期待を下回る 70％以上90％未満

期待を顕著に下回る 70％未満

実施せず －

期待どおり 90％以上105％未満

評価内容 【参考】達成度の目安

期待を上回る 105％以上
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【第３期静岡市教育振興基本計画の進捗状況】

第３期教育振興基本計画には、令和４年度計画策定時の現状値として、本市教育行政の進捗度合いを測る指標が設定されており、令和８年度及び令和12年度の目標値に対する実績等は以下に掲載のとおりです。

方向性１　【子どもの知・徳・体の育成】 方向性２　【一人ひとりの幸福の実現と多様性の尊重】

急激な社会変化にも対応しながら、自らの豊かな未来を切り拓くことのできる力を持った子どもたちを育てる 誰もが幸せを感じながら生き生きと輝く、多様性を尊重した教育を推進する

Ｒ４計画 Ｒ４計画

策定時 Ｒ８ Ｒ12 策定時 Ｒ８ Ｒ12

66.0% 67.4% 67.2% 67.1% 80.4% 84.5% 83.0% 86.8%

65.6% 67.2% 67.7% 66.8% 79.3% 83.5% 84.8% 86.9%

63.0% 62.9% 62.3% 58.2% 77.2% 78.7% 81.7% 84.6%

63.2% 62.5% 63.4% 58.0% 78.5% 80.0% 83.8% 86.2%

71.0% 72.2% 58.5% 56.3%

59.0% 69.8% 58.1% 54.3%

55.0% 54.5% 55.7% 51.5% 84.7% 85.0% 83.0% 84.7%

51.4% 51.0% 52.5% 48.3% 85.4% 85.3% 84.8% 86.5%

81.3% 79.1% 81.7% 84.1%

82.9% 81.8% 83.8% 86.1%

78.4% 80.4% 80.4% 81.7%

79.8% 81.5% 82.4% 83.1%

65.1% 63.8% 63.4% 63.6%

67.3% 66.3% 66.3% 67.5%

方向性３　【教室環境の整備・充実】 方向性４　【協働してつくる持続可能な学びの推進】

安全安心で魅力ある教育環境の整備と、信頼される学校づくりを進める 地域全体で学び合い協働する環境づくりを推進する

Ｒ４計画 Ｒ４計画

策定時 Ｒ８ Ｒ12 策定時 Ｒ８ Ｒ12

45.3% 48.9% 52.6% 60.9% 59.8% 74.3%

64% 67.8% 71.0% 76.8% 72% 80%

成果指標②：小中学校校舎におけるトイレ長寿命化率【静岡市教育資産管理課調べ】※長寿
命化率とは…校舎にあるトイレのうち、便器の洋式化や床の乾式化、給排水設備の更新など
の改修工事を実施した箇所の比率
※上段は長寿命化率、下段は洋式化率

※令和６年度実績について
【令和６年度文部科学省全国学力・学習状況調査】より、指標項目が調査項目から外れてしまったため、実績の算出方法を
変更。静岡市独自で実施している学校への【意識調査】より、「保護者と連携・協働した（教育）活動をできている・ある程度
できていると回答した割合94.7％」と「地域と連携・協働した（教育）活動をできている・ある程度できていると回答した割
合95.6％」の測定を行っているため、２つの割合の平均から「保護者や地域の人との協働活動による活動の実施状況」を
算出。
※令和７年度実績について
【令和６年度文部科学省全国学力・学習状況調査】より、指標項目が調査項目から外れてしまったため、実績の算出方法を
変更。静岡市独自で実施している学校への【意識調査】より、「保護者と連携・協働した（教育）活動をできている・ある程度
できていると回答した割合98.2％」と「地域の環境や特色を活かした（教育）活動をできている・ある程度できていると回
答した割合95.5％」の測定を行っているため、２つの割合の平均から「保護者や地域の人との協働活動による活動の実施
状況」を算出。

66.40% 92.90%
95.2%

※
96.9% 100% 100%

Ｒ７実績
目標値

成果指標①：「子どもと向き合う時間」や「指導準備時間」が十分確保できていると感じてい
る教員の割合【静岡市教職員課調べ】

地域学校協働本部やコミュニティ・スクールなどの仕組みを生かして、保護者や地域の人と
の協働による活動（学校の美化、登下校の見守り、学習・部活動支援、放課後支援、学校行事
等）を行ったと答えた学校の割合【文部科学省全国学力・学習状況調査】

38%※数値
はR3

46% 39% 45% 70% 80%

Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績
目標値

Ｒ５実績 Ｒ６実績

1% 2%
指標項目②：将来の夢や目標を持っている児童生徒の割合の全国平均との差分【文部科学省全国学力・学習状況調査】※
上段　静岡市　下段　全国平均 中学生

小学生

1% 2%

中学生

2%

算数 中学生

中学生

国語

3% 4%

学校に行くのは楽しいと思う児童生徒の割合の全国平均との差分【文部科学省全国学力・学習状況調査】※
値の（）は全国平均

数学 小学生

小学生

国語

1% 2%

小学生

1%

指標項目①：国語、算数、数学の平均正答率の全国平均との差分【文部科学省全国学力・学習状況調査】※上段　静岡市　下
段　全国平均

自分にはよいところがあると思う児童生徒の割合の全国平均との差分【文部科学省全国学力・学習状況調
査】※値の（）は全国平均

Ｒ５実績 Ｒ６実績 R7実績
目標値

Ｒ５実績 Ｒ６実績 R7実績
目標値
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 第３期静岡市教育振興基本計画 前期(2023～2026)アクションプラン

R5 R6 R8

R5決算額
（千円）

R6決算額
（千円）

R7予算額
（千円）

R7決算額
（千円）

R8予算額
（千円） R7活動指標 R7実績値 実績値 実績値 目標値 実績値 目標値

1 1 ① —

学校教育課
教育センター

学力向上支援策の
推進

児童生徒の学力の
保障を目的とした
授業改善やそれを
支える学力向上支
援事業を継続・拡
充します。「わかっ
た」「できた」「活用
できた」を実感で
きるための組織的
な授業改善を通
し、子どもたちの
確かな学力を向上
させ、これからの
社会の変化に対応
できるたくましく
しなやかな子ども
たちの育成を目指
します。

(1) 学校訪問事業【教育センター】
　学力学習状況調査の結果等を分析し、成果と課題
を明らかにした上で、訪問指導や研修などを通じ
て、授業の改善に取組みます。

(2) 学力向上支援事業【学校教育課・教育センター】
　小中学校の要請に応じて専門家を派遣し、授業改
善に関する指導や講演を行います。

(3) 教科指導力向上研修【教育センター】
　学力向上専門家委員会の協議や学校訪問事業等
で見えてきた課題をもとに、静岡市全体の授業力向
上を目指すために研修会を行います。

(4) 学力アップサポート事業【学校教育課】
　小学校に、学習支援員を配置し、基礎的な学力に
課題をもつ子どもたちを対象に、放課後の学習支援
を行います。

5,224 5,306 5,246 5,120 40 (1) 主体的・対話的で深
い学びを通して、目標とす
る資質・能力を身に付ける
ための研修等を実施

(2) 支援を希望する学校
へ学力向上専門家委員を
派遣、授業支援を実施

(3) 授業研究会、事後研
修会、教科別研修会等を
実施

(4) 学習面で支援が必要
な児童に、放課後、個別の
学力アップサポート事業を
30校程度で実施

（１）計画訪問実施件数　今後、
３月までに26校実施予定。
　要請訪問実施件数　現在42
回実施済。今後、要請に応じ
増加。

（２）授業支援は１回実施

（３）教科指導力向上研修（専
門委員会）を３月までに４回実
施。
　　 授業研究会を各教科３区
授業校にて開催。（49校：59
授業）

（４）２８校児童３９９人に実
施。

①国語、算数、数
学の本市平均正
答率と全国平均
正答率との比較
(全国学力・学習
状況調査)

②「学習した内容
について、分かっ
た点や、よく分か
らなかった点を
見直し、次の学習
につなげること
ができている]と
肯定的に回答し
た児童生徒の割
合(全国学力・学
習状況調査　児
童生徒質問紙)

①
小学校
＋0.3％
中学校
＋3.0％

②
68.5％

①
小学校
-0.5%
中学校
+2%

②77%

①
小学校
＋1%
中学校
＋3%

②85%

①小学校
＋0.1%
中学校
+2．７％

②
71.7%

①
小学校
＋1%
中学校
＋3%

②85%

①B

②B

2 1 ①
１②
４⑱

学校教育課 地域・企業等と連
携したキャリア教
育の推進

地域・企業等と連
携し、小中学生の
社会的・職業的自
立に向けて必要な
基盤となる能力や
態度を育てること
を目的とした、キャ
リア教育を推進し
ます。

(1) 各校におけるキャリア教育の充実・改善を図り
ます。

(2) 民間の様々な教育力を活用し、自立心や社会
性の基盤となる資質・能力・態度や勤労観・職業観を
育成します。

(3) 全中学校で自立を育む職場体験学習を実施し
ます。※各学校・地域の実情に応じて実施します。

(4) しずおか企業教育プログラムの活用を推進しま
す。

(5) 「静岡市民間教育力活用事業スペシャリスト」一
覧の更新及び各学校への情報提供を実施します。

(6) 各企業の講座・体験教室等を周知します。

2,477 2,419 3,033 2,481 2,809 ① キャリア教育担当者
へ、自校のキャリア教育推
進の確認及び、中央研修
の内容を周知

② 民間教育力活用事業の
実施

③ 自立を育む職場体験学
習推進事業の実施

① 令和８年12月１日に実施。

② 114校実施（462件）

③全中学校４２校実施。

将来の夢や目標
を持っている本
市児童生徒の割
合と全国平均と
の比較(全国学
力・学習状況調査
児童生徒質問紙)

+0.35% -2.4% +0.75% -3.2% +1% C

3 1 ① —

教育センター
中央図書館

学校図書館教育の
推進

子どもの主体的で
多様な学び方に対
応し、心の居場所
となり得る学校図
書館の人的・物的
環境を充実させ、
「読書センター」「情
報センター」「学習
センター」の機能を
生かした学校図書
館づくりを目指し
ます。

(1) 学校図書館の充実【教育センター】
　学校司書を配置し、ガイドラインやポータルサイト
の活用、研修の充実等を行うことで、学校図書館の
平準化・高度化を図ります。また、情報活用能力を育
むために、学校図書館活用とICT活用をベストミッ
クスした授業や読書活動を推進します。

(2) 図書館における学校への支援の充実【中央図
書館】
① 学校での総合学習・調べ学習に必要な資料の提
供や司書教諭・学校司書等との連携を行います。
② 職場体験学習の場として、中学生等の受け入れ
を積極的に行います。

96,084 120,286 137,260 133,460 145,066 (1)
① 学校図書館活用ガイド
ラインや学校図書館ポー
タルサイトの活用促進
② 研修会の実施
③ 学校訪問支援
④ 学校司書の任用・配置
⑤ 学校司書兼務校への配
置とオンラインレファレン
ス
 
(2)
① 学校での利用可能な電
子図書コンテンツの購入・
提供
② 職場体験学習の受入

(1)
① 新任校長（２１校）への訪問
指導、学校図書館担当者研修
会で周知
② ３回実施済。
③ １年目、２年目の学校司書
の支援20回、要請による支
援10回
④ 小中105校に専任配置
⑤ 教育センター学校司書を
中山間地の13校に兼務配
置、オンラインの対応回数　月
に３～４回

(2)
①学校での利用可能な電子
図書コンテンツの購入・提供
（読み放題資料226点）
②職場体験学習を11館で86
人受入

各校が実施する
「静岡市学校図書
館チェックシー
ト」において、20
項目中17項目以
上できていると
評価された学校
の割合

97.0% 93.0% 100% 95.0% 100% A

再 1 ① １②

中央図書館 子ども読書活動の推
進

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

再 1 ① ３⑮

教職員課 複式学級への非常勤
講師配置事業

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー
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再 1 ① ３⑮

教職員課 静岡市型35人学級
編制の推進

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

4 1 ②
１④
２⑨

教育センター 静岡版道徳教育の
推進

発達段階に応じ、
答えが一つではな
い道徳的な課題を
一人ひとりの児童
生徒が自分自身の
問題と捉え、向き
合う「考え、議論す
る道徳」へと向か
うよう授業改善を
進めることで、より
よく生きるための
基盤となる道徳性
(心情、判断力、実
践意欲と態度)を
育てます。

(1) 道徳教育推進教師を中心に、道徳科における授
業改善を進めるとともに、学校教育全体で行う道徳
教育のあり方について検討し、推進します。
① 学校教育活動の様々な場面で地域人材を活用し
ます。
② 地域･保護者に対しての道徳の授業を公開しま
す。
③ 市独自の教材「しずおか マナーブック(学-
BOOK)」を活用します。
④ 学校、学級の道徳掲示「道徳コーナー」の充実を
図ります。

(2) 「特別の教科　道徳」の授業に関する研修会を
充実します。
① 道徳教育推進教師の研修会を年に２回実施しま
す。
② 教科指導力向上研修、計画訪問等での授業研究
で授業改善を図ります。
③ NITSオンライン研修の受講、伝達講習を実施し
ます。

16 80 16 16 80 (1) 道徳教育推進教師研
修会において、道徳科に
おける授業改善、道徳教
育のあり方について検討
する。

(2)
① 道徳教育推進教師研修
会を年２回実施する。
② 教科指導力向上研修、
計画訪問等での授業研究
で授業改善を図る。
③ NITS研修への受講者
の派遣と受講者による事
後の伝達講習を実施す
る。

（１）研修会では、教育活動全
体で道徳教育を推進していく
必要性を周知した。今年度か
ら研修会を、推進教師ととも
に各校の校長にもオンライン
で視聴する取り組みを行い、
管理職と共に道徳教育を進め
ることを意識づけるようにし
た。

（２）
①道徳教育推進教師研修会
を１回実施済。２月に２回目を
実施予定。
②授業改善を進めるため、中
学校の道徳教育推進教師を
教科指導力向上研修へ悉皆
参加とした。
③NITS研修へ受講者１名を
派遣。受講者による事後の伝
達講習を２月に実施予定。

「道徳の授業で
は、自分の考えを
深めたり、学級や
グループで話し
合ったりする活
動に取り組んで
いると思います
か。」に肯定的な
回答した児童生
徒の割合(全国学
力・学習状況調査
児童生徒質問紙)

84.0% 89.0% 83% 88.0% 85% S

5 1 ② ２⑨

学校教育課 人権教育や生命を
大切にする教育の
推進

各小中学校におい
て、児童生徒の人
権に関する知識・
理解と人権感覚を
高めていくことが
できるよう、人権
尊重の視点に立っ
た学校づくりや教
育活動を行いま
す。

　人権教育を効果的に推進できるよう教職員等への
研修の充実を図ります。
(1) 各教科学習や教育活動全体を通して、人権や生
命を大切にする教育や指導を実施します。
(2) 中央研修の内容を各学校に周知し、校内での
研修を実施します。

－ － － － － (1) 各教科学習や教育活
動全体を通して、人権や生
命を大切にする教育や指
導を実施

(2) 人権教育では、中央
研修の内容を各学校に周
知し、校内での研修を実施

（１）全４３中学校区、全小学校
８１校・全中学校４２校実施。
（２）人権週間に合わせ、令和
７年12月１日に周知。

①「いじめは、ど
んな理由があっ
てもいけない」に
ついて肯定的に
回答した子ども
の割合(全国学
力・学習状況調査
児童生徒質問紙)

②人権や生命を
大切にする教育
や指導を実施し
た学校の割合

①
96.5%

②100%

①
95.9%

②100%

①95%

②100%

①
95.2%

②１００％

①95%

②100%

①A

②A

6 1 ② １③

児童生徒支援
課

薬物乱用防止教育
の推進

子どもたちに薬物
に対する正しい知
識を身に付けさせ
ます。

　小学校から継続して薬学講座を受講することで、
薬物に対する正しい知識を学び、主体的に行動選択
することの大切さを定着させます。

－ － － － － 静岡市立小中学校及び高
等学校における薬学講座
実施率100％

静岡市立小中学校及び高等
学校において、３月末までに
薬学講座を全校実施した。

事後、薬物乱用
防止に対する意
識が向上した生
徒の割合

100% 100% 80% 100% 80% S

7 1 ② １④

教育センター 豊富な自然環境を
活かした環境教育
の推進

環境教育の推進に
より、環境問題を
自分事として捉
え、主体的に環境
問題に取り組み、
身のまわりの自然
環境を大切にしよ
うとする子どもた
ちを育てます。

(1) 授業における環境教育の推進
　各教科横断的に学習内容と環境教育を関係付け
た授業を実施します。
(2) 地域や校外教育活動における環境教育の推進
　市(環境局)や県、また企業が行う環境教育を周知
します。

－ － － － － (1) 各教科において、学
習指導要領に位置付けら
れている環境教育を実施
する。

(2) 地域社会で行ってい
る環境学習について周知
する。

（１）理科の学習では小６「生物
と環境」中３「自然と人間」、総
合的な学習の時間では学校
の実態に応じて選択し「環境
問題」を探究の課題として学
習を展開。

（２）県の環境作文や国の水生
生物環境調査等の取組を周
知。

各教科におい
て、学習指導要
領に位置付けら
れた環境教育を
実施し、子どもが
環境について考
えた割合

100% 100% 100% 100% 100% A
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8 1 ② １①

中央図書館 子ども読書活動の
推進

年齢や障害の有
無、国籍や育った
環境にかかわら
ず、一人ひとりの
子どもが自然に読
書に親しむことが
できるよう、子ど
もの読書環境を整
備する施策を総合
的に推進します。

(1) 家庭における子どもの読書活動を推進する取
組の実施
① 「６か月児 育児相談」の対象者にブックスタート
(絵本を配布等)を実施するとともに、１歳半の乳幼
児の健康診査時にブックステップを実施します。
② 保護者や地域で活動するボランティア等に対し、
読み聞かせ指導や児童書の選書についての出前講
座を実施します。
③ 移動図書館車によるこども園等への特別訪問を
実施します。

(2) 図書館における子どもの読書活動を推進する
取組の実施
① 子ども向け図書リスト「このほんばーった！」、パ
スファインダー「ブック通リスト」を改訂・利用し、児
童図書の利用を促進します。
② 図書に親しむ機会が少ないヤングアダルト世代
(主に「teen」がつく中・高校生世代)に対し、イベン
ト等の事業の実施により読書に触れる機会を作りま
す。

4,402 3,771 6,195 2,041 1,272 (1)
① 保健福祉センターでの
ブックスタート・ブックス
テップの実施
② 読み聞かせ指導や児童
書の選書についての出前
講座の実施
③ 移動図書館車による特
別訪問の実施

(2)
① 「このほんばーった！」
読み物編改訂版発行
② ヤングアダルト世代と
読書を繋ぐ事業の実施

（１）
①全９保健福祉センターにて
ブックスタートを150回
（3,140組参加）、ブックス
テップを109回（3,471組参
加）実施。
②出前講座を37回実施し、
1,185人が受講。
③14ヵ所のこども園で移動
図書館車による特別訪問を実
施。

（２）
①「このほんばーった！」読み
物編第３訂版を発行
②各館近隣の中学・高校を訪
問し学校司書・生徒にインタ
ビューを実施することで、YA
世代のニーズを把握し学校と
の連携強化を図った。

①出前講座アン
ケートの満足度
が４段階中３以
上の割合

②ヤングアダルト
世代向け事業参
加者の満足度が
４段階中３以上
の割合

①100%

②100%

①100％

②100％

①98%

②95%

①100％

②100％

①98%

②95%

①A

②S

9 1 ② １④

環境共生課 南アルプスユネス
コエコパーク井川
自然の家の活用推
進

社会教育施設とし
て、自然環境の中
での集団訓練や、
野外活動、自然探
求等を通じて、青
少年や市民の豊か
な情操を培い、心
身ともに健全な育
成を図るため、学
校・青少年団体・そ
の他一般のニーズ
に沿った井川地域
ならではの野外体
験活動を提供しま
す。

野外活動指導や自然に接する機会の提供等を行
い、学校・青少年団体、その他一般に対する施設利
用を促進します。

40,642 42,860 41,448 31,700 370 ①利用者への活動支援
②計画的な施設の点検・
修繕の実施

①利用者受け入れができてい
る状態
②安全で適切な施設の維持
管理ができている状態

施設利用者数 6,989人 6,669人 7,000人 4,500人 － C

10 1 ② １④

教育総務課 両河内地区自然の
家の整備及び活用
の推進

社会教育施設とし
て、野外活動や宿
泊活動を通して自
然に親しむ心や社
会性、たくましく生
きる力を育てるこ
とで、青少年の育
成を図るととも
に、体験や交流の
拠点として、地域
と連携した持続可
能な取り組みに
よって地域の賑わ
いを創出していく
ため、両河内地域
に新たな自然の家
を整備し活用を図
ります。

　平成31年４月から一時休止している「旧清水和田
島自然の家」について、両河内地区における学校統
合に伴う跡地活用として、旧清水西河内小学校を新
たな自然の家として整備し、両河内地域ならではの
自然環境や文化を活かした体験の機会を提供しま
す。

【整備概要】
場所　旧清水西河内小学校
面積　3,359㎡(学校敷地10,230㎡)
(1) 土砂対策/令和４～５年度：土砂対策工事詳細
設計
令和５年度：土砂対策工事
(2) 校舎等改修/令和４～５年度：校舎等改修工事
設計
令和５～６年度：校舎等改修工事
(3) 旧和田島自然の家解体/令和４年度：解体工事
事前調査
令和５年度：解体工事・用地返還

102,985 － － 1,359 － 両河内地区自然の家整備
計画の見直しを行い、旧
清水西河内小学校活用事
業として施設等を活用す
る民間事業者を公募し、民
間事業者に対して施設等
を貸付け、活用する方針と
した。

（１）活用事業者の決定
令和６年１１月に公募を実施
し、同年12月に優先交渉権者
を決定、令和７年２月に事業
に関する基本協定を締結。
（２）営業開始に向けた取組
令和７年5月に土地の使用貸
借契約を、令和7年12月に建
物の賃貸借契約を締結し、令
和８年5月の営業開始に向け
て、改修工事等を順次実施

①利用者満足度

②施設利用者数

－ － － － ①90%

②
21,660
人

－

再 1 ②
１①
４⑱

学校教育課 地域・企業等と連携
したキャリア教育の
推進

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

再 1 ② １③

児童生徒支援課 健康教育等の充実 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー
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11 1 ③ —

学校教育課
教育センター

体力向上支援策の
推進

児童生徒の体力向
上を目的とした授
業改善やそれを支
える体力向上支援
事業を継続・拡充
することで、各学
校の検証改善サイ
クルを一層推進
し、児童生徒の体
力向上を図りま
す。

(1) 学校訪問事業【教育センター】
　全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果等を
分析し、成果と課題を明らかにした上で、訪問指導
や研修などを通じて、授業改善に取り組みます。

(2) 教科指導力向上研修【教育センター】
　体力向上専門家委員会で確認された課題と指導
改善のポイントを踏まえ、市全体の授業力向上につ
いての方策を検討し、実践します。

(3) 体力向上支援事業【学校教育課・教育センター】
　小中学校の要請に応じて専門家を派遣し、授業改
善に関する指導や講演を行います。

170 50 80 60 118 (1) 学校訪問事業により、
児童生徒の体力向上を図
るための研修等を実施

(2) 教科指導力向上研修
において、体力向上専門
家委員会で確認された課
題と指導改善のポイントを
踏まえた市全体の授業改
善方策を検討・実践

(3) 体力向上支援事業を
希望する学校に専門家等
を派遣し、授業支援を実施
(支援校２～４校)

（１）計画訪問にて、５校訪問
（小学校２校、中学校３校）

（２）小学校３校、中学校３校に
て研究授業を実施。うち１校
にて専門家（大学教授）をゲス
トティーチャーとして活用し、
子どもたちが「体力づくり」の
大切さについて、体験的に学
ぶ保健授業を行った。

（３）授業支援を延べ３回実
施。

①全国体力・運動
能力、運動習慣
等調査の体力の
合計の全国平均
との差が+１の達
成率
(小５男子・女子、
中２男子・女子合
計の平均)

②「調査結果を踏
まえて、授業等の
工夫・改善を行っ
た」について肯定
的に回答した学
校の割合(全国体
力・運動能力、運
動習慣等調査
学校質問紙)

①
29.4%

②
60.7%

①
32.3%

②
59.9%

①100%

②90%

①25％

②
79.6％

①100%

②100%

①C

②B

12 1 ③ ３⑫

教育センター
教育資産管理
課

学校プール向上研
究

子どもたちの泳力
向上や意欲向上の
ほか、教職員にか
かる負担の軽減や
維持管理コストの
削減を図るため、
学校プールに関す
る外部団体との連
携や環境整備等を
進めます。

（１）児童生徒が、持続可能な環境で充実した水泳指
導を受けることができるよう、今後の水泳授業のあ
り方について、方針を整理します。【教育センター】

(2) 実証研究を踏まえ、学校プール改修計画を策
定します。 【教育資産管理課】

1,850 4,858 4,406 3,155 2,286 (1) 外部プール施設と連
携し、より効果が高まる指
導計画や実施上の課題の
改善について検討する。

(2) 実証研究を踏まえ、
学校プールの効率化を検
討する。

（１）連携した外部プール施設
数：４施設
    （公営１施設・民間３施設）
　　外部プール施設を活用し
た学校数：５校
    （公営２校・民間３校）

（２）施設の保守点検結果（10
月時点）をプール改修計画と
外部プール活用計画に反映さ
せる予定。

児童生徒の満足
度(児童アンケー
ト)

95.7% 95.7% 95% 92.5% 95% A

13 1 ③ １②

児童生徒支援
課

健康教育等の充実 子どもたちの健康
生活を実践する
力、心と体を守る
力を養います。

(1) 保健教育の充実
　子どもたちが心の健康を含むさまざまな健康課題
に対し、自ら解決しようと努力して、健康生活を実
践していく力を養うための保健活動を計画的に実
施します。

(2) がん教育の推進
　日本の死亡原因として最も多い「がん」について、
生徒が正しい理解を深め、自他の健康の大切さにつ
いて学び、主体的に考える態度を育成するため、が
ん教育を推進します。

270 310 300 290 250 (1) 各学校の実態に即し
て学校保健計画を作成し、
保健活動を計画的に実施

(2) がん教育の推進とし
て、専門医を派遣(年間
12校)

(1) 各学校の実態に即して学
校保健計画を作成し、保健活
動を計画的に実施した。

(2) がん教育の推進として、
２月末までに、中学校19校に
専門医を派遣した。

①事後、学校に
おいて健康教育
を学校保健計画
に位置付け計画
的に実施した割
合

②事後、がんに対
する意識が向上
した生徒の割合

①100%

②
90.0%

①100%

②
85.0%

①100%

②80%

①100％

②8
２.0％

①100%

②80%

①A

②A

14 1 ③ １④⑥

学校給食課 食育の推進 学校給食をとおし
て“健全な体を育
み多様な食文化に
触れながら静岡の
食のすばらしさを
伝える子”の育成
を目指します。

(1) 全小中学校で「食に関する指導の全体計画」を
もとに「食に関する指導」を実施します。

(2)静岡市内産の有機・規格外農産物を学校給食献
立として提供（R６より実施）

(3)静岡市内産のお茶を食育教材とし、静岡市のお
茶への関心を深める（R６より実施）

(4) 生産者等の給食に関わる人達と連携した食育
の推進のほか、学校給食ウェブサイトを使用し、学
校・家庭・地域に積極的に情報提供します。

73,934 22,372 7,300 2,216 7,300 (1) 「食に関する指導」の
実施

(2)学校給食における有
機・規格外農産物の活用
事業

(3)静岡市のお茶を活用
した食育の推進事業

(4) 学校給食ウェブサイト
による学校、家庭、地域で
の食育の推進

（１）全校実施
（２）学校給食における有機農
産物8品目提供。
（３）お茶に関する食育動画１
２本をYouTubeにて公開
し、児童生徒を対象とした「お
茶マイスター検定」を実施。
（４）ブログ記事全2１本公開。

① 地元静岡の食
文化を大切にし
ている児童生徒
の割合

② 地域によって
異なる食文化が
あることを知っ
ている児童生徒
の割合

③ 栄養バランス
を考えて食事を
している児童生
徒の割合

①
91.7%

②
79.2%

③
83.9%

①，②
34.5%

③
34.6%

①，②
45%

③68%

①．②
38.9％

③
70.1％

①，②
45%

③70%

①B

②B

③A

再 1 ③ １②

児童生徒支援課 薬物乱用防止教育の
推進

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー
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 R5 R6 R8

R5決算額
（千円）

R6決算額
（千円）

R7予算額
（千円）

R7決算額
（千円）

R8予算額
（千円） R7活動指標 R7実績値 実績値 実績値 目標値 実績値 目標値

R7
評価

事業量（アウトプット）

指標
(アウトカム指標)

施
策

方
向
性

所管課
事業概要

(2023～2026）

投入コスト
R7

№
再
掲

取組名 目的

成果

15 1 ④ —

教育センター 豊富な社会資源を
活用した郷土を知
る教育への取り組
み

市内に多く存在す
る美術館や自然の
家等の社会教育施
設や多くの史跡等
を活用したり、本
市の自然環境や産
業、歴史文化等へ
の理解を深めたり
して、“ふるさと静
岡”への愛着と誇
り、社会への参画
意識の向上を図り
ます。

(1) 社会教育施設の活用
　子どもたちが静岡市の素晴らしさを学び、将来そ
れを活かすことができるように、市内に多く存在す
る博物館や美術館、資料館、自然の家、図書館など
の社会教育施設や多くの史跡等を活用します。

(2) 副読本(「しずおかだいすき」)の活用
　授業における副読本の活用を進めます。

566 633 950 264 294 (1) 市内の博物館や美術
館、資料館、自然の家、図
書館などの社会教育施設
及び史跡等を周知し、活
用を促す。

(2) 副読本(データ版)の
格納場所や活用方法等を
周知し、授業における副読
本の活用を進める。

（１）（２）
・年度当初に、副読本の格納
場所を通知して活用促進を
図った。
・年５回の副読本改訂委員会
を実施し、１２人の現職教員を
委員として改訂作業を行っ
た。
・１１月の教科指導力向上研修
（小学校社会科）において、活
用方法のアンケートを実施し、
活用方法をリサーチした。

「地域や社会をよ
くするために何
をすべきかを考
えることがある」
について肯定的
に回答した児童
生徒の割合が全
国平均以上の達
成率(全国学力・
学習状況調査
児童生徒質問紙)

75.4% 85.0% 100% 80.0% 100% B

16 1 ④ １⑤

学校教育課 しずおか学の推進 郷土につながる学
習を実施し、地域
や静岡市に愛着と
誇りをもつ静岡市
民を育てるととも
に、広く社会や世
界に目を向けて、
その発展に寄与す
る人材の育成を目
指します。

(1) 各小中一貫教育グループで編成した、地域の人
的・物的資源等の活用が位置付けられた指導計画に
基づく実践と、検証改善サイクルを推進します。

(2) しずおか学副読本を活用します。

(3) しずおか学を学んだ子どもを静岡市子どもPR
隊として認定します。(広報課との連携)

－ － － － － ① 各グループ校における
しずおか学の実践と、検証
改善サイクルの推進

② しずおか学を学んだ子
どもを静岡市子どもPR隊
として認定(広報課との連
携)

①全４３中学校区、全小学校８
１校・全中学校４２校実施。
②１０校（小学校、中学校、特
別支援学級含）、３６１人の児
童生徒を静岡市子どもPR隊
として認定。

①「地域や社会を
よくするために
何をすべきかを
考えることがあ
る」について肯定
的に回答した児
童生徒の割合が
全国平均以上の
達成率(全国学
力・学習状況調査
学校質問紙)

②「指導計画の作
成に当たっては、
教育内容と教育
活動に必要な人
的・物的資源等
を、地域等の外
部の資源を含め
て活用しながら
効果的に組み合
わせている」につ
いて肯定的に回
答した学校の割
合(全国学力・学
習状況調査　学
校質問紙)

①
64.2%

②
91.9%

①
84.5%

②
92.1%

①100%

②90%

①
78.3％

②
95.1％

①100%

②90%

①B

②S

17 1 ④ —

児童生徒支援
課
教育総務課

校則の見直しの推
進

校則の見直しにお
いて、児童生徒や
保護者、学校関係
者などが意見を出
し合い、様々な考
え方に触れながら
話し合う体験を通
して、児童生徒の
主体性や意思決
定、課題解決に向
けた力を育むとと
もに、一人ひとり
が互いに尊重して
認め合い、積極的
に社会参画するこ
とができる人材の
育成を目指しま
す。

(1) 児童生徒が主体的に見直しに取り組む機会や
場を設定します。

(2) 人権や多様性に配慮した校則を策定します。

(3) 細かすぎる規定やあいまいな規定について見
直します。

(4) 保護者や地域への情報発信や意見聴取により
理解の促進に努めます。

－ － － － － ① 児童生徒が主体的に見
直しに取り組む機会や場
を設定する。

② 保護者や地域へ学校
ホームページや学校だよ
りなどで情報発信し、理解
の促進を図る。

①「これからの生徒指導の方
向性とルールメイキング研修
の実施」
　→対象者：117名　（12/12
受講最終確認）
②「令和7年度　校則のきまり
等の運用・見直しに関する点
検及びセルフチェックシート
の活用について」
　→対象：市内全小中学校
（全校で実施済み）
③現在の制服の採用に関する
アンケート調査実施（市立全
中学校で実施済み）

学校と児童生徒
や保護者、地域
からの意見を取
り入れて校則の
見直しを行って
いる学校の割合

100% 100% 100% 100% 100% A

再 1 ④
１②
２⑨

教育センター
学校教育課

静岡版道徳教育の推
進

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

再 1 ④ １②

教育センター 豊富な自然環境を活
かした環境教育の推
進

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

再 1 ④ １②

環境共生課 南アルプスユネスコ
エコパーク井川自然
の家の活用推進

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー
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 R5 R6 R8

R5決算額
（千円）

R6決算額
（千円）

R7予算額
（千円）

R7決算額
（千円）

R8予算額
（千円） R7活動指標 R7実績値 実績値 実績値 目標値 実績値 目標値

R7
評価

事業量（アウトプット）

指標
(アウトカム指標)

施
策

方
向
性

所管課
事業概要

(2023～2026）

投入コスト
R7

№
再
掲

取組名 目的

成果

再 1 ④ １②

教育総務課 両河内地区自然の家
の整備及び活用の推
進

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

再 1 ④
１③
1⑥

学校給食課 食育の推進 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

再 1 ④ １⑤

教育センター 英語を活用したコ
ミュニケーション力
向上プロジェクトの
推進

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

再 1 ④ １⑤

教育総務課 高等学校改革の推進 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

18 1 ⑤ １④

教育センター 英語を活用したコ
ミュニケーション力
向上プロジェクト
の推進

異なる文化の人々
と自信を持ってコ
ミュニケーションを
とることができ、
地元への愛情を持
ちながら国際的に
活躍できるグロー
カル人材を育てる
ため、学校の授業
や課外活動などの
中で、児童生徒が
英語にふれる場や
コミュニケーション
活動の拡充を図り
ます。

(1) 授業の充実
① 独自教材「しずおかグローカルタイム」を活用した
授業を実施します。

(2) 英語指導力の強化
① 教職員研修の充実を図ります。
② ＡＬＴ、地域人材(ＧＥＴ)を活用するとともに、ＡＬ
Ｔ、地域人材(ＧＥＴ)対象研修の充実を 図ります。

(3) 英語に接する機会の拡充
① 市内小中学生の希望者を対象イングリッシュキャ
ンプを実施します。(年１回)
② 各中学校が定める日において、イングリッシュカ
フェを実施します。(月１～２回程度)
③ 各小中学校が定める日において、イングリッシュ
デイを実施します。(月１～２回程度)

52,774 23,287 51,772 48,871 30,614 (1) 独自教材「しずおかグ
ローカルタイム」の活用

(2) 英語指導力の強化

(3) 英語に接する機会の
拡充

（１） GET研修会で活用推奨、
GET公開授業で活用実践
（２）
・小学校外国語専科教員研修
５回
・GET研修２回、授業公開３
回、ALT研修会８回
（３）
・イングリッシュキャンプ　２日
実施（100名程度参加）
・イングリッシュカフェ（中学
校）　月１回程度
・イングリッシュデイ（小・中学
校）　月１回程度

ALTとのティー
ムティーチングに
より、生徒のコ
ミュニケーション
能力や異なる言
語・文化に対する
理解度が向上し
たと思う教員の
割合(全小中学校
におけるALT事
業についての学
校アンケート)

99.0% 99.2% 95%以
上

97.8% 95%以
上

A

19 1 ⑤ １⑥

教育総務課 高等学校改革の推
進

新しい学力観を備
えた教職員と専門
的な知見を備えた
各界の専門家のコ
ラボレーションに
より、地域の資源
を生かした実学的
な学びを実践する
ことで、未来の静
岡の創り手を育成
していきます。

(1) 外部人材を活用した実学的な学びの推進
①静岡市立高校では、大学等との連携型授業を実
施します。
②清水桜が丘高校では、地元企業等との連携型授
業を実施します。

(2)静岡市立の高等学校の特色化・魅力化
①各校のスクール・ミッション及びスクール・ポリ
シーに基づき、生徒の能力・適性、興味・関心等の多
様化に応じた特色ある教育課程となるよう、毎年見
直しを行います。
②静岡市立の高等学校が「未来の静岡の創り手を育
成する場」であり続けるために、市立２高校の在り方
に関する検討を行います。

1,419 940 1,051 650 ー ① 市立２高校の在り方検
討に関する業務（検討委員
会の運営・実施）

② 外部人材と学校をつな
ぐコーディネート業務

①検討委員会: ５回実施
（4.6.9.11.1月）、提案書の
受領（2月）
②市立２高校での外部連携型
授業:11回、専門学科（商業）
に加え、令和７年度は普通教
科（英語・音楽）でも実施

①コーディネー
ターを活用した
外部連携型授業
を年15回以上実
施（市立２高校の
合計）

②各校のスクー
ル・ミッション及
びスクール・ポリ
シーに基づいた
教育課程の改善

① -

②改善

①実施

②改善

①実施

②改善

①実施

②改善

①実施

②改善

①A

②A

再 1 ⑤ １④

学校教育課 しずおか学の推進 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー
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 R5 R6 R8

R5決算額
（千円）

R6決算額
（千円）

R7予算額
（千円）

R7決算額
（千円）

R8予算額
（千円） R7活動指標 R7実績値 実績値 実績値 目標値 実績値 目標値

R7
評価

事業量（アウトプット）

指標
(アウトカム指標)

施
策

方
向
性

所管課
事業概要

(2023～2026）

投入コスト
R7

№
再
掲

取組名 目的

成果

20 1 ⑥ —

幼児教育・保育
支援課
学校教育課

幼児教育の充実と
幼小接続の推進

「知・德・体のバラ
ンスがとれ、社会
の変化にも対応で
きる力をもった子
供たちを育てる」
を基盤として、静
岡市立こども園が
目指す子どもの姿
に基づいて、各園
が取り組む自園な
らではの教育・保
育の充実、向上を
図ります。
また、 小学校へ入
学した児童が、幼
児期に育んだ資
質・能力を主体的
に発揮しながら、
学びに向かうこと
ができるよう幼小
接続を推進しま
す。

(1) 市立こども園において、乳幼児期の教育・保育
を一体的に提供します。【幼児教育・保育支援課】
① 職員の階層別研修を通して、職員の資質向上を
図ります。
② 幼保連携型認定こども園教育・保育要領をもと
に自園の教育・保育を実施します。

(2) 子どもの発達や学びの連続性を保障するた
め、小学校と認定こども園・幼稚園・保育所が相互理
解を深めて連携を強化できるよう公開授業や公開
保育、研修会等を実施します。【幼児教育・保育支援
課】【学校教育課】
① 幼小接続協議会を開催します。
② 公開保育を実施します。
③ 子どもの育ちと学びをつなぐ研修会を実施しま
す。

1,444 1,581 2,243 2,160 4,128 (1)
① 職員の階層別研修の実
施
② 園内研修公開日、要請
訪問等における指導・助言

(2)
① 幼小接続協議会開催
③ 子どもの育ちと学びを
つなぐ研修会の実施

（１）
①公私立園合同研修実施回
数　5回。キャリアアップ研修
実施回数15回。
②幼児教育アドバイザー　事
業説明私立保育所・こども園・
小規模保育所（１35園）訪問
市立こども園初任保育教諭訪
問指導 全員（50名）訪問
要請訪問数 ２４園（今後要請
ににより訪問）

（２）
①幼小接続会議を令和８年1
月実施
②園内研修公開 市立園全園
（54園）実施
③「子どもの育ちと学びをつ
なぐ研修会」を令和８年1月実
施
④「架け橋期カリキュラム」作
成のためのガイドライン令和
８年3月末完成

①小学校の生活
や学びにつなが
るように工夫さ
れたカリキュラム
を作成及び実施
しているこども
園の割合

②園での学びを
踏まえたカリキュ
ラムマネジメント
を実施している
小学校の割合

①100%

②
96.4%

①100%

②
94.6%

①100%

②100%

①100％

②100％

①100%

②100%

①A

②A

21 1 ⑥ —

こども未来課
幼児教育・保育
支援課

幼児教育環境の整
備・充実

認定こども園等に
おける生活を通し
て、生きる力の基
礎を培い、心身と
もに健やかな育成
が図られるよう、
幼児期の学校教育
の充実を支援しま
す。

(1) 幼稚園又は保育園から認定こども園に移行す
るために必要となる調理室や乳児室などを増設す
る費用などを助成します。【こども未来課】

(2) 国が定めた給付費単価に基づき、こども園等に
対して給付費を支弁します。
【幼児教育・保育支援課】

35,896,075 3,676,724 4,433,177 3,865,902 4,425,578 (1)認定こども園への移行
を行う私立幼稚園への施
設整備費用の助成

(2) 施設型給付費の支給

（１）助成対象私立幼稚園２園
の内、１園が整備完了予定、１
園が助成先法人が補助金申
請取下げのため、未執行見込
み。

(2) 施設型給付費の支給

①待機児童数

②こども園等に
おける適切な水
準による教育・保
育の実施園数

①8人
（R6.4.1
時点）
②78

①0人
（R7.4.1
時点）

②78

①0人

②79

①０人

②79

①0人

②79

①A

②A

22 1 ⑥ ４⑱

学校教育課 静岡型小中一貫教
育の推進

「目指す子どもの
姿」を学校と地域・
保護者が共有し、
小中９年間の「たて
のつながり」と、学
校と地域の「よこ
のつながり」を大
切にし、９年間の一
貫した学びを通し
て「つながる力」を
育てるとともに、
地域ならではの特
色ある教育活動に
取り組むことによ
り、地域社会や世
界で活躍する子ど
もを育成します。

１　学校(各グループ)の取組
(1)学校の教育目標を各グループと地域で共有しま
す。
(2)9年間の連続性、系統性のある教育を実践しま
す。
(3)小学生と中学生の交流や、教職員の協働を実施
します。
(4)地域と連携した教育を実施します。

２　教育委員会の取組
(1)全43グループの小中一貫教育の質的向上と、
検証改善サイクル推進のため、全グループへの訪問
指導(年間２回)や、グループからの要請による訪問
指導を実施します。
(2)小中一貫教育についての説明会や、計画や実施
状況についてのヒアリングを行い、各グループを指
導・支援します。
(3)各グループの参考となる取組を市のHPに掲載
し、市全体に周知します。

650 486 － － － ① 全43グループの小中
一貫教育の実施及び検証
改善サイクルの推進

② 全43グループへの訪
問指導及び小中一貫教育
及び教育課程に係る要請
訪問

③ 各グループの検証改善
サイクルを推進し、学校の
教育目標に向かうための
小中一貫教育課程表・学
校評価書編成・実施のた
めの指導、ヒアリングによ
る支援

①小中一貫教育課程の推進
に向けた研修会を、全４３中
学校区で実施。

②校長を対象に全４３グルー
プへ訪問指導実施。
教頭を対象に全４３グループ
へ訪問指導実施中。
（１１月から１月で実施）

③年３回（５月、１０月、２月下
旬～３月初旬）実施。
次年度の教育課程の推進に
活かす支援として教育課程ヒ
アリングを実施。

①「子どもの姿や
地域の現状等に
関する調査や各
種データなどに
基づき、教育課
程を編成し、実施
し、評価して改善
を図る一連のＰＤ
ＣＡサイクルを確
立している」につ
いて肯定的に回
答した学校の割
合(全国学力・学
習状況調査　学
校質問紙)

②「地域や社会を
よくするために
何をすべきかを
考えることがあ
る」について肯定
的に回答してい
る児童生徒の割
合(全国学力・学
習状況調査　児
童生徒質問紙)

①
95.2%

②
63.9%

①
98.2%

②
79.0%

①100%

②55%

①
97.3％

②７
8.3％

①100%

②60%

①A

②S
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 R5 R6 R8

R5決算額
（千円）

R6決算額
（千円）

R7予算額
（千円）

R7決算額
（千円）

R8予算額
（千円） R7活動指標 R7実績値 実績値 実績値 目標値 実績値 目標値

R7
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事業量（アウトプット）
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(アウトカム指標)

施
策

方
向
性

所管課
事業概要

(2023～2026）

投入コスト
R7

№
再
掲

取組名 目的

成果

23 1 ⑥ —

静岡市立高校 特色ある高等学校
教育の推進(科学
教育の推進)

先進的な科学技
術、理科・数学教育
を通じて、生徒の
科学的な探究能力
を培うことが求め
られている中、「科
学的リテラシーを
もって解決困難な
課題に立ち向かえ
る人材」を育成す
るため、理数科教
育を軸とした探究
活動の深化を図り
ます。

(1) 大学等専門的教育機関との連携
① 専門家による指導・助言、講義等を実施します。
② TA等の協力による科学英語等を実施します。
③ 専門家による事業検証活動を実施します。
④ 大学での実習やフィールドワーク、専門家による
講演会等を実施します。

(2) 特色ある教育活動の実施
　探究プログラムⅠ・Ⅱ、SEC-Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ、SS探究
Ⅰ・Ⅱ、CDプログラムⅠ・Ⅱ等を実施します。

4,671 1,583 2,191 1,788 1,990 (1) 科学探究活動の推進

(2) 探究プログラムⅠ・
Ⅱ、SEC-Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ、SS探
究Ⅰ・Ⅱ、CDプログラム
Ⅰ・Ⅱ等の活動を通して得
た知識や技術の活用

（１）、（２）
①TA延べ協力者人数
233人
②大学研究室協力者人数
67人

学校の科学等に
関する先進的な
取組が充実した
と感じた生徒の
割合

100% 97.0% 95% 95.0% 95% A

24 1 ⑥ —

清水桜が丘高
校

特色ある高等学校
教育の推進(地域
連携型探究学習の
推進)

普通科・商業科そ
れぞれの生徒が持
つ多様な教育ニー
ズ・進路希望に応
えることができる
高等学校教育を推
進します。

(1) 多様な教育ニーズに対応できるよう、総合的な
探究の時間における地域との協働により生徒自ら
が主体的に問題を発見、課題を解決し、その資質・
能力を育成し、かつICT機器を効果的に活用した課
題探究型授業を行います。

(2) 学校教育を通じ、地域と学校の連携・協働を効
果的、継続的に行います。

－ － － ー ー ① 様々な探究活動におけ
る地域連携型探究学習の
実施

② ICT機器を効果的に活
用した課題探究型授業の
実施

① 地元企業等と連携した商
品開発、販売促進活動　　計８
回実施

②総合的な探究の時間「礎」
年間を通じて実施（35限）

①進学希望者の
希望達成(県内合
格者数の増加)

②就職希望者の
就職率

①
151人

②100％

①
150人

②100％

①
120人

②100％

①103人

②100％

①
122人

②100％

①B

②A

再 1 ⑥
１③
1④

学校給食課 食育の推進 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

再 1 ⑥ １⑤

教育総務課 高等学校改革の推進 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

25 1 ⑦ ３⑬

教育センター 学校教育における
ＩＣＴの活用

子どもたちが、デ
ジタル社会に対応
できる能力(必要
な情報を主体的に
収集・判断・表現・
処理・創造し、受け
手の状況などを踏
まえて、社会に積
極的に発信・伝達
できる能力)を身
に付けることを推
進します。

(1) ICT環境整備
　1人1台GIGA端末・校務支援システム端末、これら
のネットワーク環境の整備、保守等を行うほか、家庭
にWi-Fi環境のない児童生徒へのモバイルWi-Fi
ルータ等の貸出を実施します。

(2) 教員に対するICT利活用支援
　ICT支援員及びヘルプデスクを配置し、ICTを活
用した教員の指導力向上を図る支援やリーダー育
成のための研修等を実施します。

(3) 学習者用デジタル教科書の普及促進と活用促
進
　学習者用デジタル教科書配置における成果・課題
を検証するとともに、導入方針の策定、見直しを行
います。また、文字の拡大や朗読機能等を備えた学
習者用デジタル教科書と紙の教科書を効果的に活
用した授業を実施します。

(4) デジタル・シティズンシップ教育や情報モラル
教育の推進
　自ら学び、創造し、社会参加するために責任を持っ
てデジタル技術を使う行動規範等を学ぶ教育を実
施します。

398,141 275,911 250,201 25,690 30,837 (1) 自宅にインターネット
環境のない児童生徒への
モバイルWi-Fiルータ等の
貸出
・ネットワーク環境の保守、
端末の修繕等

(2) ICT支援員及びヘル
プデスクによるICT活用
の授業づくり等を支援
・校内中核リーダー及び市
内中核リーダーの育成研
修の実施

(3) 成果・課題を検証す
るために各校にアンケート
を実施

(4) 活用型情報モラル教
材「GIGAワークブックし
ずおか」の活用

（１）
・モバイルWi-Fiルータ貸出件
数　303件。今後、３月末まで
に申込みがあった世帯に対応
予定。
・ネットワーク環境の保守停止
日数０日の実現。今後、３月末
まで０日を実現予定。
・端末の修繕　2,243件。今
後、３月末までに発生した修
繕に対応予定。

（２）
・ヘルプデスク対応件数
1,050件。今後、３月末まで
に発生した問合せに対応予
定。
・GIGAスクール推進教員研
修会を年間４回実施。また、
リーダー研究会において授業
の中でICTを利活用した実践
を行い、研修会で周知。

（３）活用を希望した学校にお
いて学習者用デジタル教科書
と紙の教科書を効果的に活用
した授業を実施。

（４）情報モラルを子どもが学
ぶことができるよう「GIGA
ワークブックしずおか」の活用
を周知。

学習の中でＩＣＴ
機器を使うのは
勉強の役に立つ
と思う児童生徒
の割合(R5まで：
全国学力・学習状
況調査　児童生
徒質問紙、R6か
ら：本市独自の調
査で同一の質問
で実施)

95.8% 96.2% 100% 97% 100% A
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 R5 R6 R8

R5決算額
（千円）

R6決算額
（千円）

R7予算額
（千円）

R7決算額
（千円）

R8予算額
（千円） R7活動指標 R7実績値 実績値 実績値 目標値 実績値 目標値

R7
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事業量（アウトプット）
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(アウトカム指標)

施
策
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R7

№
再
掲
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①80%

②100%

①－

②A

26 —

特別支援教育の推
進

特別な支援を必要
とする子どもたち
の自立や社会参加
に向け、生活や学
習上の困難を改
善・克服するため、
一人ひとりの状況
に応じた特別支援
教育を推進しま
す。

① 非常勤講師を
配置している自
閉症・情緒障害学
級において、落ち
着いて取り組ん
でおり、学習への
理解が高まった
と教員が感じた
児童の割合

②特別支援教育
支援員の適正配
置率

①
97.9%

②
99.6%

2 ⑧

学校教育課 (1) 特別支援教育支援員の配置
　静岡市立の小中学校に、より適切な教育活動がで
きるよう特別支援教育支援員を配置します。

(2) 自閉症・情緒障害学級の授業改善(非常勤講師
配置)
　多学年の児童が在籍している自閉症・情緒障害学
級に非常勤講師を追加配置し、学習指導の充実を図
ります。

(3) 医療的ケア看護職員の配置
　医療的ケアの必要な児童生徒に対して、看護師が
たんの吸引、経管栄養、カニューレの管理、酸素吸
入、導尿等、児童の医療的ケアを実施します。

(4) 教職員研修の実施
　特別支援教育コーディネーターのスキルアップ、発
達障害や知的障害などのある子どもへの理解や指
導方法などを深めるための研修を推進します。

(5) アセスメント支援
　「サポートファイル」等を活用しながら、一人ひとり
の子どもの障害の程度や特性、教育的ニーズに応じ
て、本人や保護者の願いを踏まえた上で、目標や支
援内容を検討し、「個別の教育支援計画」を作成しま
す。

(6) 専門家チームの設置
　公認心理師、医師等で構成する専門家チームを設
置し、学校や保護者を支援します。

(7) 就学に関する相談の実施
　障害があるなど、特別な教育的支援を必要とする
子どもの就学先等について、保護者等との相談を行
います。

(8) 特別支援学級・通級指導教室の新設
　 居住区域の学校、または可能な限り居住区域に近
い学校で、特別な教育課程が履修できるように、必
要な学校に特別支援学級や通級指導教室を新設し
ます。

(9) インクルーシブ教育システムの構築を推進する
ための集中的な施設整備事業
　子どもたちが、障害の有無にかかわらず一緒に教
育を受けることのできるインクルーシブ教育システ
ムの構築を推進するための施設整備を行います。

262,070 (1) 特別支援教育支援員
配置基準に基づく配置

(2) 自閉症・情緒障害学
級非常勤講師の配置

(3) 医療的ケア看護職員
の配置
　
(4) 特別支援教育につい
ての教職員研修の実施

(5) 特別な支援を必要と
する児童生徒に対して「個
別の教育支援計画」を作
成し、計画的な支援を実施

(6) 公認心理師などによ
る巡回相談の実施

(7) 就学についての相談
の実施

(8) 必要に応じて特別支
援学級や通級指導教室の
新設

（１）259人を配置

（２）対象となる１１学級に対し
11人を配置

（３）12人の対象児童生徒に
対し12人を配置

（４）計画したすべての研修を
実施

（５）４校で試験導入

（６）要請を受けた全てのケー
スについて実施

（７）依頼を受けた全てのケー
スについて実施

（８）
・特別支援学級を３１学級増設
・言語障害通級指導教室を服
織小学校に新設

323,647483,560 331,749 ①95％

②100％

①80%

②100%

①
79.7%

②100%

362,184
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 R5 R6 R8

R5決算額
（千円）

R6決算額
（千円）

R7予算額
（千円）

R7決算額
（千円）

R8予算額
（千円） R7活動指標 R7実績値 実績値 実績値 目標値 実績値 目標値

R7
評価

事業量（アウトプット）
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(アウトカム指標)

施
策

方
向
性

所管課
事業概要

(2023～2026）
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R7

№
再
掲

取組名 目的

成果

①70%

②100%

③100%

①A

②A

③A

27 —

悩みを抱える児童
生徒に対する支援
の充実

不登校やいじめ、
暴力行為といった
問題行動など、不
安や悩みを抱える
児童生徒一人ひと
りの心の安定と学
習の充実を図ると
ともに、学校生活
への自発的な復帰
や集団生活への適
応など、社会的な
自立に向けた取組
への支援・充実を
図ります。

①非常勤講師、
パート看護師の
配置または派遣
校における、いじ
めや不登校等の
改善率

②スクールカウン
セラー、教育相談
員の配置により、
児童生徒の心の
問題の改善が見
られた学校の割
合

③訪問教育相談
員の配置により、
長期欠席・不登校
の状態が改善し
た児童生徒の割
合
＜長期欠席・不登
校の状態　評価
指標」(静岡市)＞

211,850207,335 ①
64.9%

②
99.0%

③
85.5%

⑨2

児童生徒支援
課・教職員課・
学校教育課
教育センター・
こども若者応
援課・教育総務
課

(1) 非常勤講師、パート看護師の配置・派遣【教職員
課】
　市立小中学校におけるいじめや不登校等に迅速か
つ確実に対応するため、非常勤講師やパート看護師
を配置または派遣します。

(2) スクールカウンセラーの配置【児童生徒支援
課】【教育総務課】
　スクールカウンセラーを小中学校及び高等学校に
配置し、いじめや不登校、問題行動、児童生徒の心
の問題等への対応を行うとともに、学校における組
織的な教育体制の向上を図ります。

(3) 教育相談員の配置【学校教育課】
　不登校及び別室登校の児童生徒が一定数以上い
る小中学校に教育相談員を配置し、教職員及びス
クールカウンセラー等と連携して支援を行います。

(4) 訪問教育相談員の配置【学校教育課】
　不登校生徒が多い地域の小中学校に訪問教育相
談員を配置しサポートルームを開設するとともに、
家庭訪問及び面談を通じて、生徒や保護者に対して
支援を行います。また、同学区内の小学校から支援
要請を受けた場合は、同様の支援を行います。さら
に、ニーズや特性に合ったサポート資源にマッチン
グすることで、不登校児童生徒の問題等の改善を図
ります。

(5) 教育支援センターの運営【学校教育課】
　不登校児童生徒に対し、生活及び学習に係る相談
及び指導等を行うことにより、将来の社会的な自立
を目指して支援します。

(6)不登校対応研修プログラムの実施【学校教育
課】
　不登校を未然に防ぐ取組や不登校児童生徒に対
する対応等に関する教職員自身の取組を今一度振
り返るとともに、児童生徒の様々な表れに対する理
解をさらに深め、支援の幅を広げるために研修を行
います。

(7) いじめ防止等のための基本方針の徹底【児童
生徒支援課】
　「いじめはどの子にもどこでも起こり得る」との認
識に立ち、日常のコミュニケーションに加え、年３回
の悩み事調査を活用して早期の発見と適正な対応
ができるよう、教育委員会と学校が組織的に、総合
的かつ効果的な取組を進めます。

(8)自他を大切にする心の育成【教育センター】
　児童生徒の「自他を大切にする心の育成」に向け、
子どもが互いのよさを認め合い、「いじめ」を許さな
い環境をつくるように、道徳教育の充実を図りま
す。

(1) 非常勤講師及びパー
ト看護師を任用し、12支
部の小中学校に適切に配
置

(2) スクールカウンセラー
を小学校は週３時間、中学
校は規模に応じて週６～８
時間、高等学校は月12時
間配置

(3) 教育相談員を中学校
35校に生徒数や実情に
応じて週５～20時間配
置、小学校にはサポート
ルーム設置と教育相談員
配置として22校設定し、
週15時間配置

(4) 訪問教育相談員12
名を中学校に週19.5時間
配置

(5)
① 教育支援センター年間
180日程度開級
② 個に応じたタブレット
を用いた学習、通級生活
用率60％以上

(6) 初任者、中堅研修受
講者を対象とした不登校
対応研修プログラムの実
施

(7) 静岡市いじめ防止等
のための基本方針に基づ
く取組の実施

(8) 「自他を大切にする
心の育成」に向けた道徳教
育の実施

(1) 非常勤講師（36校44
人）及びパート看護師を任用
し、12支部の小中学校に適切
に配置。

（２）小中学校
　　３７名のSCによる相談実
施回数
　　・対児童生徒…5,389回
　　・対保護者…4,534回
　　・対教職員…15,471回

(3) 教育相談員を中学校35
校に生徒数や実情に応じて週
５～20時間配置、小学校には
サポートルーム設置と教育相
談員配置として22校設定し、
週15時間配置

（４）配置された中学校及びそ
の校区の小学校の児童生徒
（保護者）への支援
・対応児童生徒数…160人
・延べ支援回数…3,161回

(5)
① 教育支援センター179日
開級（３月末時点）。
② ３教室に配置してあるタブ
レット（３教室で15台）と１人１
台端末を活用し、個に応じた
タブレットを用いた学習、通
級生活用率60％以上達成（３
月末時点）。

（６）「令和７年度　静岡市不登
校対応研修プログラムの実施
（07静教教児童1566号）
・対象者：183人（12/12受
講最終確認）

(7) 静岡市いじめ防止等の
ための基本方針に基づき、悩
み事調査を年３回（５月、10
月、２月）実施済み。

（８）命の尊さやいじめ予防等
に係る授業実施が100%に
なるよう道徳教育推進教師研
修会で周知した。授業の年間
計画にのっとり、確実に授業
実施するよう周知した。

243,621191,770 ①
63.0％

②100%

③90%

①
66.7%

②100%

③
89.5%

①70%

②100%

③100%

205,257
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28 2 ⑨ —

学校教育課 外国人児童生徒へ
の支援の充実

外国人児童生徒及
び帰国児童生徒に
対し、日本語基礎
指導や適応支援
等、学校生活に必
要な日本語を習得
するための指導・
支援を継続的に行
うとともに、受入
れ側となる教職員
や児童生徒の多文
化共生意識を高
め、対象児童生徒
が安心して学校に
通い、共に学び合
う環境を整えま
す。

(1) 日本語指導
　日本語指導が必要な児童生徒に対し、日本語指導
を行います。また、「特別の教育課程」の趣旨をふま
え個別の指導計画に基づく適切な指導・支援を行
い、日本語で学ぶ力の向上を目指します。

(2) 学校の支援体制の充実
　多文化理解を深めるとともに指導力の向上を図る
ため、教職員及び日本語指導員を対象とした研修を
実施し、校内支援体制の強化を図ります。

(3)多文化共生に関する取組
　日本語指導教員が所属する拠点校を中心に、保護
者や地域と連携した交流会等を実施し、学校におけ
る多文化共生教育を推進します。

16,314 23,254 19,472 14,194 13,894 (1) 日本語指導並びに適
応相談の実施

(2) 教職員・指導員向け
の研修の実施及び校内体
制の改善・強化

(3) 学校における多文化
共生の意識醸成に向けた
交流会等の実施

（１）対象となるすべての児童
生徒に対し日本語指導を実施
済み
　　（３月末現在の対象児童生
徒数　324人）

（２）計画したすべての研修を
実施　延べ23回

（３）担当教員の配置校で、校
内職員を対象に実施

①年度当初より
学校生活が楽し
いと感じている
児童生徒の割合

②ステップ１，2
の児童生徒のう
ち、生活言語のス
キルが向上した
児童生徒の割合

①93%

②73%

①91％

②78％

①93%

②78%

①９２％

②８３％

①
過去3年
間の平均
値

②
過去3年
間の平均
値

①A

②S

再 2 ⑨
１②
1④

教育センター 静岡版道徳教育の推
進

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

再 2 ⑨ １②

学校教育課 人権教育や生命を大
切にする教育の推進

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

29 2 ⑨ —

児童生徒支援課 就学援助費の支給 経済的な理由によ
り就学困難と認め
られる児童生徒の
保護者に対して、
必要な援助を行い
ます。

　経済的に就学困難な世帯に対し、就学援助費を支
給します。
※補助対象
学用品費、通学用品費、校外活動費、通学費、体育実
技用具(中学生)、学校給食費、修学旅行費、医療費、
入学準備金(新１年生)

311,275 331,317 315,000 292,329 382,000 申請に対する適正な交付 申請に対して年３回の支給の
うち、１回目を９月に、2回目
を1月末に、３回目を４月末に
支給済み。

就学困難と認定
された保護者へ
の支給率

100% 100% 100% 100% 100% A

30 2 ⑨ —

児童生徒支援課 遠距離通学費の補
助

通学のため必要な
経費の一部を補助
することで、遠距
離を通学する児童
生徒の保護者の遠
距離通学にかかる
負担を軽減しま
す。

　静岡市立小中学校に一定距離を超えて通学する
児童生徒の保護者に対し、通学のために必要な費用
(バス定期代または通学用品)の一部を補助します。
※通学用品については、中学生のみが対象

10,152 12,882 43,370 21,079 27,756 年３回の適切な交付 ①補助金の交付件数（定期
代）
　　…55８件（小学生503
件、中学生55件）
②補助金の交付件数（通学用
品）
　　…中学生３５件

支給決定者への
交付率

100% 100% 100% 100% 100% A

31 2 ⑨ —

児童生徒支援課 奨学金の貸与 高等学校、専修学
校、短期大学、大学
及び大学院等に入
学及び在学する者
に学資を貸与し
て、優秀な人材を
育英し、及び市の
発展に資する優秀
な人材を育成しま
す。

　優秀な人材を育英し、また市の発展に資する優秀
な人材を育成するため、認定者に奨学金を適切に貸
与します。

41,482 34,272 32,784 27,264 24,444 年３回の適切な貸与 育英奨学金の貸与件数
　･･･新規25件、継続９６件

貸与決定者への
奨学金の給付率

100% 100% 100% 100% 100% A

32 2 ⑨ —

児童生徒支援課 奨学金の給付 高等学校や大学等
に入学する修学困
難な者に対し、入
学時の経済的負担
の軽減を図るため
適切に給付しま
す。

　高等学校や大学等に入学する修学困難な者に対
し、教育奨励費として奨学金を給付します。

5,600 3,950 6,150 3,950 6,150 教育奨励費の適切な給付 篤志奨学金の給付件数
　･･･４６件

給付決定者への
奨学金の給付率

100% 100% 100% 100% 100% A

33 2 ⑩ —

幼児教育・保育
支援課

私立学校等の振興 私立学校等の教育
振興や保護者の子
育てにかかる経済
的負担の軽減を図
ります。

(1) 私立学校振興補助金
　私立幼稚園、小学校、中学校及び高等学校の特色
ある教育を推進するため、教材等の購入経費の一部
を補助します。

(2) 子育てのための施設等利用給付
　私立幼稚園及び国立大学附属幼稚園の利用料に
対して、無償化される費用を給付します。(法定代理
受領)

258,935 231,639 184,782 156,755 165,724 (1)私立学校振興補助金
幼稚園　３園
小学校　３校
中学校　11校
高等学校 13校

(2)子育てのための施設
等利用給付
私立幼稚園
３園
国立幼稚園
１園

(1)私立学校振興補助金
幼稚園　３園
小学校　３校
中学校　11校
高等学校 13校

(2)子育てのための施設等利
用給付
私立幼稚園　３園
国立幼稚園　１園

①私立学校振興
補助金の対象法
人に対する交付
件数

②幼稚園の利用
に対する給付園
数

①15

②６

①14

②5

①13

②４

①13

②4

①13

②4

①A

②A
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指標
(アウトカム指標)

施
策

方
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所管課
事業概要

(2023～2026）

投入コスト
R7

№
再
掲

取組名 目的

成果

34 2 ⑩ —

児童生徒支援
課・こども家庭
福祉課
福祉総務課・教
育総務課

教育格差を生まな
いための支援の推
進

学校をプラット
フォームとして、教
職員とスクール
ソーシャルワー
カー等が連携し、
様々な事情（子ど
もの貧困、ヤング
ケアラー等）により
教育の機会を失っ
ている子どもたち
を積極的に掘り起
こし、福祉とつなぐ
とともに、生活困
窮世帯、ひとり親
家庭等の子どもへ
の学習支援や生活
支援の充実を図る
ことで、貧困の世
代間連鎖を防止し
ます。

(1) スクールソーシャルワーカー活用事業【児童生
徒支援課】【教育総務課】
　スクールソーシャルワーカーを市内12支部に設定
する拠点校及び高等学校２校に配置し、支援が必要
な児童生徒やその保護者を福祉機関へ繋いだり、学
校と福祉機関が連携したりして、問題改善に向けた
適切な支援体制の整備を図ります。

(2) 生活困窮世帯、ひとり親家庭等の子どもへの学
習支援事業【こども家庭福祉課】【福祉総務課】
① 生活困窮世帯、ひとり親家庭等の小学生から高
校生を対象として、ボランティアの協力を得て、安心
して過ごせる居場所を提供し、学習支援、生活支援
を行います。
② 生活困窮世帯の子どもが学習を習慣づけられる
よう、学習に向けた環境を整えるため、世帯に家庭
支援員を派遣し、支援を行います。

48,862 59,673 78,153 75,277 78,610 (1) スクールソーシャル
ワーカーを小中学校の12
拠点校及び高等学校２校
に配置

(2)
① 生活困窮世帯、ひとり
親家庭等の子どもに対す
る居場所支援と学習支援
等
② 小５から高校生及び18
歳までの高校中退者がい
る生活困窮世帯を対象と
した子どもの学習・進学等
の相談支援

（１）小中学校へ１４名のスクー
ルソーシャルワーカーによる
支援
・対応児童生徒数…１,１39人
・延べ支援回数…4,189回
・関係機関等との連携…
3,873件

（２）
①学習支援事業実施回数
617回。
 　生活支援事業実施回数２
43回。
②：支援件数　3月末までに
55件の支援を実施済

①スクールソー
シャルワーカーが
支援を行った児
童生徒の好転率

②ひとり親家庭
(児童扶養手当受
給世帯)の子ども
の高等学校進学
率

③生活保護受給
世帯の子どもの
高等学校校進学
率

①
50.0%

②
98.2%

③
91.2%

①
58.0%

②
97.5%

③
89.6%

①50%

②98%

③92%

①
97.0%

②
96.0%

③
86.1%

①50%

②98%

③92%

①S

②A

③A

35 3 ⑪ —

児童生徒支援
課

健康面での安全安
心の確保

各学校における管
理児童生徒の情報
を共通理解すると
ともに。救急体制
を整備します。

　アレルギー疾患を持つなど健康面で特に注意が必
要な子どもについて、情報を共通理解し、確実で迅
速な対応ができるよう職員研修を行うとともに、救
急体制を整備し、学校としての体制の組織化を図り
ます。

－ － － － － 各学校において、アレル
ギー疾患等の対応の講習
を実施し、救急体制を確認
する。

管理職（教頭）対象の食物アレ
ルギー対応研修会を7月に実
施済。研修内容を各校で伝達
し、救急体制を確認した。

学校生活管理指
導表による管理
児童生徒の食物
アレルギーに関
わる事故件数

7件 0件 0件 19件 0件 C

36 3 ⑪ —

児童生徒支援
課

通学路交通安全プ
ログラムの推進

通学路上にある危
険箇所について、
道路管理者、警察、
教育委員会、学校、
地域等が連携し、
安全対策を検討・
実施することで交
通事故を未然に防
ぎ、児童生徒の安
全な通学環境を整
えます。

　学校から報告された通学路上の危険箇所につい
て、道路管理者、警察、教育委員会等が安全対策に
ついて協議し、対策を実施します。

－ － － － － 年1回の静岡市通学路交
通安全対策協議会と年2
回の静岡市通学路交通安
全対策作業部会を開催
し、学校から報告された通
学路の危険箇所に対する
安全対策を検討・実施す
る。

年1回の静岡市通学路交通安
全対策協議会と年2回の静岡
市通学路交通安全対策作業
部会を開催し、学校から報告
された通学路の危険箇所に
対する安全対策（2回の合計
91件）を検討・実施した。

学校から報告さ
れた通学路上の
危険箇所に対し
て、安全対策を
検討した割合

100% 100% 100% 100% 100% A

37 3 ⑪ —

児童生徒支援
課

防災教育の推進 南海トラフ巨大地
震発生の切迫性が
高まっている今、
災害が発生した時
に「自分の命は自
分で守る」ために、
防災に関する知識
を習得させるとと
もに、実践的・体験
的な活動を通し
て、危険を回避す
る力を身に付けさ
せます。

　防災に関する識見を有する専門家を「防災アドバ
イザー」に任命し、児童生徒を対象に防災の授業を
行ったり、教職員に対して研修会を行ったりします。
(希望する学校10校)

266 160 176 160 160 防災アドバイザーを年間
10校に派遣する。

防災アドバイザーを年間10校
に派遣した。

事後、防災に対
する意識が向上
した児童生徒や
教職員の割合

92.0% 84.0% 80% 85.0% 80% S

38 3 ⑪ ３⑮

教職員課 共同学校事務室の
設置

事務部門の職務体
制を整備し、事務
職員が積極的に学
校運営に参画する
ことで教職員の事
務負担を軽減し、
子どもたちの教育
を充実させます。

(1) 単数配置の事務職員を組織化し、業務を遂行す
ることで学校事務部門を強化します。

(2) 市内６カ所に設置した「共同学校事務室」にお
いて、複数の学校の事務業務を共同処理し、教職員
の事務負担を軽減します。

(3) 室長を中心とした複数校の事務職員組織によ
る学校預かり金の適正管理、就学支援窓口の設置
及び事務職員の育成等を行います。また、室長の権
限により、事務職員等に職務命令をすることで、学
校事務の平準化や事務職員の学校運営参画を推進
します。

－ － － － － （１）組織的な事務処理に
よる会計処理の適正化と
集中処理による効率化

（２）教材、教具の共同購入
(予算の有効活用保護者
負担軽減)

（３） 専門性の高いOJT研
修による事務職員資質向
上と積極的な経営参画(円
滑な学校運営)

（１）-１　室員による学校預か
り金会計帳簿等の相互随時点
検回数　７回/室
　（１）-２　金融機関別小・中学
校会計インターネットバンキン
グ集中処理回数　48回/室

（２）　共同購入の実施回数
合計　15回　公費等削減額
1,464,0２３円

（３）-1　校務改善提案　件数
4件/室
（３）-2　構成校から室へ好事
例紹介件数　34件
（３）-３　OJT・実務研修実施
回数　８回/室

①校長の事務職
員による学校運
営参画満足度

②市内全体に係
る事務業務改善
件数

①
86.8%

②6件

①
86.5％

②4件

①
80%以
上

②
１件以上

①86%

②３件

①
80%以
上

②
１件以上

①S

②S
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39 3 ⑪ ３⑮

学校給食課 学校給食費の公会
計化

学校給食費会計事
務は、中央教育審
議会にて、「学校以
外が担う業務」と
の見解が示され、
国、静岡県共学校
給食費の公会計化
を推進しているこ
とから、静岡市に
おいても、学校給
食費の公会計化を
検討します。

　現状、私会計である学校給食費を市が予算化し、
会計管理を行うことについて、教育現場の混乱がな
く、また、より多くの公会計のメリットを享受できる
よう検討します。
【市教育委員会における学校給食費公会計業務内
容】
① 総括管理業務・・・学校、委託業者との調整
② 対象者管理・請求業務・・・学校給食にかかる情報
の管理及び給食費の算定
③ 収納・還付管理業務・・・納入方法の管理、給食費
消込、還付対応
④ 滞納管理業務…催告事務、悪質滞納者への法的
措置
⑤ 物資購入業務…学校給食物資の発注、支払い

－ － 52,210 52,210 30,964 学校給食費等徴収管理シ
ステムの運用

学校給食費等徴収管理システ
ムの運用完了

静岡市の教育現
場に配慮した学
校給食費公会計
管理手法の確立

－ － 100% 100% 100% A

再 3 ⑪ ３⑫

教育資産管理課
建築総務課

小中学校施設の整備 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

再 3 ⑪ ３⑫

静岡市立高校
清水桜が丘高校

高等学校施設の整備 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

再 3 ⑪ ３⑫

学校給食課 学校給食施設の整備 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

再 3 ⑪ ３⑫

中央図書館 図書館施設の整備 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

40 3 ⑫ ３⑪

教育資産管理
課
建築総務課

小中学校施設の整
備

児童生徒が、安全
安心で快適に教育
を受けることがで
きる環境を維持す
るため、老朽化対
策等の施設整備を
計画的に実施しま
す。

(1) 大規模改修事業(校舎等の長寿命化や耐震性
能向上、質的整備のため、全面的に行う改修工事)
を実施します。

(2) 中規模改修事業(校舎等の機能を回復させる
ために行う、屋上防水・外壁改修工事等)を実施しま
す。

(3) 基幹設備改修事業(給水設備の改修、受変電設
備の更新等)を実施します。

(4) 外壁点検(外壁材の落下等を防止するために
行う、建築基準法に定められた点検)を実施します。
令和５～８年度　100棟

(5) 校舎トイレリフレッシュ事業(便器の洋式化、床
の乾式化、内装改修、給排水設備の更新等)を実施
します。　12～24校／年

1,037,806 1,018,508 1,714,190 1,580,872 1,714,155 (1) 大規模改修事業

(2) 中規模改修事業

(3) 基幹設備改修事業
・給水設備の改修
・受変電設備の更新

(4) 外壁点検（点検のみ）

(5) トイレリフレッシュ事
業　設計24校　工事24校

(1) 大規模改修事業－今年
度実施事業無し

(2) 中規模改修事業
　・西豊田小北校舎外壁改修
…３月末までに工事完了予定
　・伝馬町小北校舎屋上防水
改修…３月末までに工事完了
予定

(3) 基幹設備改修事業
　・給水設備の改修－豊田中
…３月末までに工事完了予定
　・受変電設備の更新－長田
西中…３月末までに工事完了
予定

(4) 外壁点検（点検のみ）小８
校11棟、中４校４棟…10月末
に完了検収済

(5) トイレリフレッシュ事業
　・設計23校…３月末までに
設計業務が完了予定
 　（１校は改修内容の精査に
より取りやめとする。）
　・工事24校…３月末までに
工事完了予定

①施設の不備に
より授業が実施
できなくなった
日数(災害時を除
く)

②トイレの長寿命
化率

①0日

②
48.9%

①0日

②
52.6%

①0日

②
56.2%

①０日

②
59.8％

①0日

②
59.8%

①A

②S

19



 R5 R6 R8

R5決算額
（千円）

R6決算額
（千円）

R7予算額
（千円）

R7決算額
（千円）

R8予算額
（千円） R7活動指標 R7実績値 実績値 実績値 目標値 実績値 目標値

R7
評価

事業量（アウトプット）

指標
(アウトカム指標)

施
策

方
向
性

所管課
事業概要

(2023～2026）

投入コスト
R7

№
再
掲

取組名 目的

成果

41 3 ⑫ ３⑪

静岡市立高校
清水桜が丘高
校

高等学校施設の整
備

生徒が、安全安心
で快適に教育を受
けることができる
環境を維持するた
め、老朽化対策等
の施設整備を計画
的に実施します。

(1) 市アセットマネジメント基本方針に基づく中規
模改修事業等を実施します。
① 中規模改修事業
② 校舎空調設備改修事業(市立高等学校)

(2) 校舎トイレ洋式化改修事業(市立高等学校)

(3) 体育館空調設備設置の検討(市立高等学校・清
水桜が丘高等学校)

11,550 223,979 728,640 496,619 241,500 (1)
① 中規模改修事業　１校
② 校舎空調設備改修事業
１校

(2) 校舎トイレ洋式化事
業　１校

(3) 体育館空調設備設置
２校

(1)
① 中規模改修事業　１校
　　R8.3月末までに完了。
② 校舎空調設備改修事業
　　事業方法の見直しにより
実施不要となった。

(2) 校舎トイレ洋式化事業　１
校
　　　中央館分　R8.3月末ま
でに完了。

(3) 体育館空調設備設置　２
校
　　　R8.3月末までに完了。

施設の管理不備
による校内での
事故発生件数

0件 0件 0件 0件 0件 A

42 3 ⑫ ３⑪

学校給食課 学校給食施設の整
備

安全安心な給食を
安定的に提供する
ため、学校給食施
設の老朽化対策等
の施設整備を計画
的に実施します。

(1) 学校給食施設を整備します。

(2)市 アセットマネジメント基本方針に基づく中規
模改修等を実施します。

(3) 施設を適正に維持管理・運営するために施設・
設備の修繕等を実施します。

(4) 厨房設備機器を更新します。

81,058 53,551 74,035 54,585 133,135 (1) 清水地区学校給食セ
ンター整備事業

(2) 中規模・大規模改修
事業

(3) 施設・設備改修事業

(4) 厨房設備機器更新事
業

(1) -

(2) -

(3) 施設・設備改修事業の実
施（20件）

(4) 厨房設備機器更新事業
の実施（7件）

安全安心な給食
の提供
・共同調理方式
190日、自校方
式180日に対す
る稼働率(災害等
による給食中止
を除く)

100% 100% 100% 100% 100% A

43 3 ⑫ ３⑪

中央図書館 図書館施設の整備 老朽化の進む図書
館について、必要
な改修工事を計画
的に実施し、各施
設の長寿命化を図
ることで維持更新
費を抑えるととも
に、市民が安全安
心に利用できる環
境の整備に努めま
す。

　施設の老朽化が進む図書館について、計画的な改
修工事を実施します。
(1) 藁科図書館大規模改修工事(令和５年度)

（２）南部図書館屋上・外壁防水修繕（令和７年度）

（３）清水中央図書館空調設備修繕（令和７年度）

（４）南部図書館空調設備修繕（令和７・８年度）

（５）藁科図書館空調設備更新（令和８年度）

(６) 御幸町図書館空調設備更新(令和8年度)

188,300 － 52,300 45,424 187,000 （２）南部図書館屋上・外壁
防水修繕の実施

（３）清水中央図書館空調
設備修繕の実施

（４）南部図書館空調設備
修繕の実施
※令和８年度へ事業費全
額繰越（59,000千円）

（1）実施済み
（２）南部図書館屋上・外壁防
水修繕の実施
　　　期間：令和７年10月15
日～令和８年３月23日
（３）清水中央図書館空調設備
修繕の実施
　　　期間：令和７年11月７日
～令和８年３月19日
（４）南部図書館空調設備修繕
の実施
　　　期間：令和７年12月４日
～令和９年１月29日
　　  ※令和８年度へ事業費全
額繰越（59,000千円）

①図書館施設の
不備による事故
件数

②図書館施設の
不備による閉館
日数

①０件

②０日

①0件

②0日

①0件

②0日

①0件

②0日

①0件

②0日

①A

②A

再 3 ⑫ １③

教育センター
教育資産管理課

学校プール向上研究 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

再 3 ⑫ ３⑰

教育総務課 小中学校適正規模・
適正配置の推進

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

再 3 ⑬ １⑦

教育センター 学校教育におけるＩＣ
Ｔの活用

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー
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 R5 R6 R8
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R7
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事業量（アウトプット）
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(アウトカム指標)

施
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方
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性

所管課
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(2023～2026）
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R7

№
再
掲
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44 3 ⑭ —

教職員課 教職の魅力発信に
よる質の高い教職
員の確保

教職の魅力を発信
し、質の高い教職
員の確保を行いま
す。

(1) 教員養成大学や他自治体との連携
　県内の教員養成大学や静岡県・浜松市と連携して
教職の魅力を発信し、教員を志す人を増やして、意
欲のある質の高い教職員の確保をめざします。

(2) 動画等による広報活動
　教員志願者増加を図るため、若手の教員が働く実
際の様子や、教職に対する思いが伝わる動画を作
成・公開するなど、教職の魅力の広報活動を実施し
ます。

1,005 986 1,326 1,275 3,808 (1) 県内教員養成大学の
オープンキャンパス等にお
いて、若手教員が教職の
魅力を発信するセミナー
を実施する。

(2) 採用試験ガイダンス
で教職の魅力発信動画を
活用し、教職の魅力を発
信する。

（１）７月に実施済。
（２）実施回数　14回

採用試験志願者
数

420人 429人 380人 4１５人 380人 S

45 3 ⑭ —

教職員課 しずおか教師塾の
運営

教育的ニーズの多
様性に応えること
ができ、教育公務
員としてふさわし
い人材を育成しま
す。

(1) 教育的ニーズの多様性に応えることができる人
材を育成するため、「主体性」を高め、「柔軟性」を伸
ばすことができる教師塾を運営します。

(2) 応募者数増加を図るため、教師塾に関するガイ
ダンスと広報活動を実施します。

1,989 1,470 1,869 1,045 ー （１）
① 前年度教師塾運営の成
果と課題の検証

② 円滑な教師塾運営

③ 翌年度採用卒塾生の学
校訪問等による追跡調査

（２）入塾ガイダンスや広報
活動の充実

（１）
①２月に実施したしずおか教
師塾第３回運営協力者会で、
教師塾運営の成果と課題を
検証。また今年度の塾生アン
ケートを３月に実施

②今年度の教師塾を計１８日
間、予定通り実施

③R7年度採用卒塾生の学校
訪問（２７名）を実施。卒塾生
と学校長の声をもとに、成果
と課題の把握。また、１２月に
採用後３年目までの卒塾生へ
のアンケートを実施

（２）４月に静岡大学で入塾ガ
イダンス、市内各所に募集ポ
スターを掲出。５月に市内小
学校、県内教育系大学に２回
目の広報を実施。

①塾生による講
座内容の満足度

②採用予定数(特
別選考試験)に対
する合格率

①100%

②100%

①100％

②
85.7%

①100%

②100%

①100％

②
97.1%

①100%

②100%

①A

②A

46 3 ⑮ —

教職員課
教育総務課
学校教育課

静岡型教職員多忙
解消プログラムの
推進

学校における働き
方改革を着実に進
め、教員の長時間
労働を是正し、子
どもたちと向き合
い一人ひとりの成
長のきっかけを見
つける時間を創出
することで、働き
方改革プランの目
的「教育の質を高
め、児童生徒の資
質・能力の向上を
図る」を実現しま
す。

(1) 働き方改革プラン推進委員会による教育課程
の見直し等の新プランの具体策を検討・実施し、効
果を検証します。

(2) 教員の勤務時間の上限に関するガイドラインに
即した校務支援システムによる勤怠管理を実施しま
す。

(3) 研究推進校の取組や各学校の好事例の集約と
提示を行います。

(4) 教員業務支援員(スクール・サポート・スタッフ)
を全校配置した効果を検証します。

(5) 単独指導・単独引率が可能な外部顧問を配置
し効果を検証します。

84,967 83,220 88,739 83,351 78,068 （１）働き方改革プラン推進
委員会による教育課程の
見直し等の新プランの具
体策を検討・実施し、効果
を検証します。

（２）教員の勤務時間の上
限に関するガイドラインに
即した校務支援システム
等による勤怠管理を実施

（３）研究推進校で働き方
改革に係る取組を実施し、
その成果報告

（４）教員の子どもたちと
向き合う時間を確保する
ため、教員業務支援員(ス
クール・サポート・スタッ
フ)を全小中高等学校に配
置

（５）１校につき１名を基本
として、外部顧問を希望す
る学校に配置

（１）働き方改革プラン推進委
員会　３回実施

（２）令和６年度から新しく
なった勤怠管理システムを令
和７年度も校務支援システム
内で活用し、勤怠管理を実
施。

（３）第３回働き方改革プラン
推進委員会で推進校の好事
例を発表した。

（4）小中高等学校120校にス
クール・サポート・スタッフを
127名配置

（５）現在35枠中32枠配置。
今年度（～10月）月平均活動
日数12日、月平均活動時間
33時間。今後、3月末までに
学校からの要望に応じて随時
配置。

①自分の仕事に
やりがいを感じ
ている教員の割
合

②子どもと向き
合う時間・指導準
備時間等が十分
確保できている
と感じている教
員の割合

①
91.0%

②
36.0%

①
91.8%

②
38.6%

①95%

②62%

①
92.9％

②
45.1％

①95%

②70%

①A

②B
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 R5 R6 R8

R5決算額
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R6決算額
（千円）

R7予算額
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47 3 ⑮ —

教育センター 教職員の資質の向
上

学力向上、ICT活
用、ベテラン層の
減少と若年教員の
増加、小中一貫な
ど多様化・複雑化
している教育課題
に対応できるよ
う、教職員の資質
能力の向上と学び
続ける教職員の育
成を目指し、研修
事業の一層の充実
を図ります。

(1) 静岡市教員育成指標に基づいて基礎期から深
化期にわたって「学び続ける教職員」を育成します。
① 静岡市教員育成指標に基づき、キャリアステージ
に応じた研修を実施し、資質能力を育成します。
② ２、３年次養護教諭研修で保健室経営についての
専門性を育成します。
③ 教師に求められる資質能力の育成につながる希
望研修を実施します。

(2) 学校訪問の実施
① 学校訪問を実施し、授業改善や校内研修充実を
図るための指導助言を行います。

5,056 5,869 7,648 6,170 7,439 (1) 新しい静岡市教員育
成指標に基づき、キャリア
ステージに合わせて、育成
したい資質能力を焦点化
した研修を実施する。

(2)
・4年間で全小中学校120
校を訪問し、授業改善や校
内研修充実を図るための
指導助言をする。
・各校からの要請を受けて
当該校を訪問し、授業参
観や指導助言、各校の教
育課題に応じた講義を実
施する。

（１）
①基礎期（初任研・２年次・３
年次・中堅研）、充実期（１５年
次研）、深化期（４５歳・５５歳）
を実施。
②集合しての研修会とともに
保健室訪問による経営に関す
る指導助言を実施。
③希望研修44講座を実施。

（２）
①計画訪問を26校、学校か
らの要請に応じた学校訪問を
実施。

①教職員研修で
の学びの活用度
(研修効果アン
ケート)

②「国語、算数・
数学の授業の内
容はよくわかる」
「国語、算数・数
学の授業は大切
だ」の質問に肯定
的な回答をした
児童生徒の割合
(全国学力・学習
状況調査　児童
生徒質問紙)

①100%

②
91.2%

①100%

②
92.3%

①100%

②90%

①
98.5％

②
74.9%

①100%

②90%

①A

②B

48 3 ⑮ １①

教職員課 複式学級への非常
勤講師の配置

複式学級のある小
学校すべてに非常
勤講師を配置し、
基本４教科(国語、
社会、算数、理科)
の授業を単学年で
行うことで、児童
が集中して学習に
取り組む環境を整
え、学習の定着を
図ります。

(1)複式学級の学年の組合せに応じた時間数の市
費負担の非常勤講師を配置し、複式授業の解消を
行います。

（２）指導の充実を図るため、週１時間の教科研究の
時間を配当します。

（３）非常勤講師が基本４教科以外の授業を担当す
ることを可能とします。また、非常勤講師が複式学
級以外の学級の授業に入り、その学級の担任が複式
学級の授業を担当することも可能とします。このこ
とにより、基本４教科の複式授業の解消を正規教員
が行うことが可能となります。

41,535 37,017 39,250 36,645 33,301 （１）複式学級を有する全
ての小学校に非常勤講師
を配置

（１）複式学級を有する13校の
小学校全てに25人の非常勤
講師を配置

①複式学級のあ
る小学校におい
て、基本４教科の
授業を単学年で
行う割合

②全国学力・学習
状況調査の市全
体の平均正答率
と複式学級のあ
る小学校におけ
る平均正答率と
の比較
(小国、小算それ
ぞれの正答率)

①100%

②96%

①100%

②102%

①100%

②
90%以
上

①１００％

②
104.0％

①100%

②
90%以
上

①A

②S

49 3 ⑮ １①

教職員課 静岡市型35人学
級編制の推進

平成28年度まで
実施してきた静岡
県の施策「静岡式
35人学級編制」の
効果を踏まえ、令
和２年度より完全
実施している静岡
市独自の施策「静
岡市型35人学級
編制」の少人数学
級による指導体制
を継続すること
で、きめ細かな学
習・生活指導を実
現します。

（１）市の学級編制基準日において、２学級以上かつ
１学級の平均人数が35人を超える場合には、１学級
35人以下の学級を編制します。

① 対象学年　中学校１～３年生
※義務標準法の改正により、小学校２年生から６年
生の学級編制の基準が段階的に35人に引き下げら
れるため、これに伴い静岡市型35人学級編制の対
象学年も変更します。

② 効果検証方法
　下記市内共通の検証項目の中から、対象校が独自
にそれぞれの項目を選択し、実践・評価を行います。
・少人数学級におけるカリキュラムや学習支援方法
の開発
・少人数学級指導の研究
・少人数学級における効果的なグループ活動の研究
・評価方法の研究
・学習遅滞が原因となる不登校、非行等への早期対
応
・少人数学級によるきめ細かな生徒指導

50,469 30,663 25,000 16,076 10,000 （１）静岡市型35人学級編
制の完全実施

・4月基準日に、1学年の
生徒が36～40人、また
は71人～74人の有する
中学校に対して、該当学年
ごとに教員を１人配置す
る。
(中学校３学年を予定)

(1) 3学年における静岡市型
35人学級編制の完全実施
　＜対象校＞
　　　・中島中　3年（2クラス
→3クラス）
　　　・清水第五中　1年（１クラ
ス→2クラス）
　　　・清水小島中　2年（1クラ
ス→2クラス）

①対象校におけ
る少人数学級指
導の研究の目標
達成度

②対象校におけ
る少人数学級に
よるきめ細かな
生徒指導の目標
達成度

①80%

②100%

①89%

②95%

①100%

②100%

①100%

②100%

①100%

②100%

①A

②A

50 3 ⑮ —

教育総務課 スクールロイヤー
の活用

スクールロイヤー
を導入し、学校現
場で起こる様々な
問題に対して、法
的な根拠に基づく
適切で迅速な判断
や対応を可能にす
ることで、困難化
する学校課題の未
然防止や早期解決
を図ります。

　学校現場で発生する様々な問題に対して、子ども
の利益を念頭に、スクールロイヤーが法的観点から
中立の立場で学校に助言することで、法的な根拠に
基づく適切で迅速な判断や対応を行います。

237 303 594 325 594 学校からの相談に対する、
法的観点からの助言や指
導

相談件数：３月末までに26件
実施見込み。

スクールロイヤー
を活用した学校
が作成する「ス
クールロイヤー相
談報告書」におい
て、相談による効
果が「とてもあっ
た」「あった」と回
答した割合

- 95.0% 95% 100% 100% A
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再 3 ⑮ ３⑪

教職員課 共同学校事務室の設
置

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

再 3 ⑮ ３⑪

学校給食課 学校給食費の公会計
化

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

再 3 ⑮
４⑱
4⑲

学校教育課 部活動改革の推進 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

51 3 ⑯ ４⑱

学校教育課
教職員課
教育総務課

地域と協働した学
校の運営

保護者・地域住民
と連携及び協働を
深め、地域と一体
となって子どもた
ちを育むため、各
学校の特色を生か
したカリキュラムマ
ネジメントを実施
するとともに、「地
域とともにある学
校づくり」を推進し
ます。

(1) 学校評価システム【学校教育課】
　静岡型小中一貫教育を反映した「学校評価システ
ム」において、学校運営について保護者・地域住民と
ともに評価を行うとともに、結果を市民に広く公表
します。

(2) 学校運営協議会への移行【教職員課】【教育総
務課】
　中学校区を基盤に地域住民と目標やビジョンを共
有し、地域と一体となって子ども達を育む「地域と
ともにある学校づくり」を推進するため、学校評議
員設置事業から学校運営協議会制度へ順次移行し
ていきます。

292 95 2 2 13 (1) 静岡型小中一貫教育
構想図に基づき編成され
た教育課程の推進
① 学校・地域住民・保護者
による学校評価を実施
② 学校評価の結果をHP
にて市民に公表

(2) 学校評議員設置校に
おいて、学校評議員会を３
回程度開催

(1)
① 全４３中学校区、全小学校
８１校・全中学校４２校実施。
② 学校評価の結果をHPにて
市民に公表

（２）藁科中及び蒲原中におい
て学校評議会を実施

静岡型小中一貫
教育構想図に基
づき編成された
教育課程の実施
について学校・地
域住民・保護者に
よる学校評価を
実施し、作成され
た学校評価書を
市民へ公表して
いる学校の割合

100% 100% 100% 100% 100% A

52 3 ⑰ ３⑫

教育総務課
教育資産管理
課
建築総務課

小中学校適正規
模・適正配置の推
進

小中学校における
適正規模・適正配
置を推進し、一定
規模の児童生徒数
を確保すること
で、集団の中での
多様な考えに触
れ、認め合い、協力
し合い、切磋琢磨
することを通じて
一人ひとりの資質
や能力を伸ばす学
びを実現します。

　小中学校において、子どもたち同士が切磋琢磨で
きる、少なすぎず多すぎない一定規模の児童生徒数
を確保するため、統合や通学区域の見直しなどによ
る学校の適正規模・適正配置を進めます。

219,634 274,382 3,944,792 3,089,317 787,091 配置の適正化について、
地域から要望がある場合
や、教育委員会から積極
的に働きかける必要があ
る場合などに、検討を行
う。

(1) 蒲原地区において、
新校舎の建設工事(R6か
ら継続)及び既存校舎の
解体工事を実施

(2) 藁科地域において、
新校舎の基本設計・実施
設計を実施(R6から継
続)

配置の適正化について、地域
から要望がある場合や、教育
委員会から積極的に働きかけ
る必要がある場合などに、検
討を行う。

(1)① 蒲原地区において新校
舎の建設工事を実施
～施設一体型小中一貫校がR
８年4月開校予定～
　　　　　…２月末までに工事
完了予定
　　 ② 既存校舎の解体工事
を実施(R7から継続)
　　　　　…R８年度実施予定
(2) 藁科地域において、新校
舎の基本設計・実施設計を実
施
～施設一体型小中一貫校がR
１０年4月開校予定～
　　　　　…３月末までに設計
完了予定
(３) 由比地区において、校舎
改修の実施設計を実施
～施設一体型小中一貫校がR
１０年4月開校予定～
　　　　　…３月末までに北校
舎改修設計完了予定、
　　　　　　 南校舎改修設計は
R8年７月完了予定

①市内全小中学
校のうち、配置の
適正化につい
て、地域から要望
がある場合や、教
育委員会から積
極的に働きかけ
る必要がある場
合などに、該当す
る学校や地域と
協議を進めた割
合

②適正規模・適正
配置方針に沿っ
て学校統合等に
取り組んでいる
件数

①100％

②２件

①100%

②２件

①100%

②２件

①100%

②３件

①100%

②２件

①A

②S

53 4 ⑱ —

教育総務課 コミュニティ・ス
クールの導入の推
進

地域住民、保護者、
NPO、企業等の幅
広い関係者の参画
を得て、地域全体
で子どもたちの学
びや成長を支える
とともに、地域と
学校とが相互に
パートナーとして
連携・協働する「学
校・家庭・地域 総
がかりの教育」を
実現します。

　令和４年度から市内一斉スタートした「小中一貫教
育」をベースに、全ての学校で地域との連携(よこの
つながり)を進める中で、中学校区ごとに置かれて
いる「小中一貫教育推進委員会」を「小中一貫学校
運営協議会」に順次移行させ、コミュニティ・スクー
ルの導入を推進します。

(1) 小中一貫学校運営協議会の導入の推進
① 各小中一貫教育グループの課題を踏まえつつ、
コミュニティ・スクール導入に向けた支援を行いま
す。
② 学校や地域の実情に応じた弾力的な実働組織
(学校支援部会、地域学校協働活動本部等)づくり、
ネットワークづくりを支援します。

(2) 小中一貫学校運営協議会の継続的・安定的な
運営の推進
① 学校と地域が目標を共有し、地域とともにある
学校づくりを推進できる継続的・安定的な体制づく
りを支援します。
② コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一
体的な取組を推進します。

1,856 3,707 7,004 1,808 1,596 (1) 小中一貫学校運営協
議会の実施

(2) 地域とともにある
PDCAサイクル確立への
支援

(3) 効果測定方法の検証

（１）２中学校区において小中
一貫学校運営協議会導入準
備の支援を実施。

（２）41中学校区において小
中一貫学校運営協議会を実
施。

①学校、家庭、地
域で育てたい子
どもの姿が共有
されていると回
答した学校・保護
者・地域住民の平
均割合

②地域の子ども
のことについて、
教職員や地域住
民、保護者が一
緒に協議をして
いると回答した
学校・保護者・地
域住民の平均割
合

①
93.1％

②
84.5％

①
93.4％

②
85.6％

①95%

②90%

①96％

②92％

①100%

②95%

①A

②A
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54 4 ⑱ —

教育総務課 地域学校協働活動
の推進

地域住民、保護者、
NPO、企業等の幅
広い関係者の参画
を得て、地域全体
で子どもたちの学
びや成長を支える
とともに、地域と
学校とが相互に
パートナーとして
連携・協働する「学
校・家庭・地域 総
がかりの教育」を
実現します。

　本市が実施してきた学校・地域の連携協力による
学校応援団活動の仕組みを基盤として、放課後子ど
も教室等の活動に関わる地域人材との共有を図り
ながら、学校と地域が連携・協働することにより、地
域全体で子どもたちの健やかな育成に取り組みま
す。

(1) 学校応援団の推進
　保護者、地域住民等による学校支援活動を全小中
学校で推進し、活動への支援を実施します。

(2) 放課後子ども教室の実施
　地域との連携・協働により放課後に小学校を活用
し、各種体験活動等を実施します。さらに、放課後児
童クラブ開設校については、一体的に取組を行いま
す。

(3) 協働活動の充実に向けた地域人材の配置
　各中学校区に統括的な地域学校協働活動推進員
を、各小学校に地域学校協働活動推進員を配置しま
す。また、連絡会等を開催し、コーディネート力の向
上を図ります。

(4) 地域人材の継続的な発掘・育成
　「統括的な地域学校協働活動推進員」や「地域学校
協働活動推進員」を始めとする学校支援活動に関わ
る地域人材の発掘・育成に取り組みます。また、研修
会の開催やリーフレットの発行により、事業の理解
促進を図ります。

90,157 95,982 119,715 106,321 110,258 (1) 全小中学校で学校応
援団活動を実施

(2) 小学校79校で放課
後子ども教室を実施

(3)  “学校・地域 ひとつ
なぎ”コーディネーター養
成講座（全６回）を実施

(4) 学校・地域連携研修
会の実施、ひとつなぎリー
フレットの作成、配布

（１）全小中学校118校におい
て学校応援団活動を実施。

（２）小学校79校で放課後子
ども教室を実施。

(3)  “学校・地域 ひとつな
ぎ”コーディネーター養成講座
を７月から12月にかけて全６
回、実施。

（４）ひとつなぎリーフレットを
作成し、R8年度４月にHPに
掲載予定。

①地域の子ども
は学校だけでな
く、地域住民も主
体的に関わり育
てていくものと
考える地域住民
の割合

②放課後子ども
教室参加児童の
満足度

①
98.9%

②
92.1%

①
99.3%

②
91.9%

①100%

②100%

①99％

②94％

①100%

②100%

①A

②A

55 4 ⑱ —

学校教育課 PTAとの連携 各グループにおけ
る小中一貫教育を
よりよいものにし
ていくため、保護
者との交流を一層
深めるとともに、
教育環境の整備や
子どもへの理解を
深め、家庭教育力
の向上を推進しま
す。

　各学校の教育及びグループの小中一貫教育につ
いて保護者や地域の理解を促進し、さらにそれぞれ
が役割を果たしていくことを目指すため、より一層
地域や家庭との連携を促進します。

(1) 市ＰＴＡ連絡協議会補助金
　単位ＰＴＡ団体相互の交流を深めるとともに、学校
教育と家庭教育の振興を図るために、市立小中学校
の児童生徒の健全な育成と、より良い教育環境の整
備を目的とする同会の活動に対して助成します。

6,358 6,358 6,258 6,258 6,218 ① ＰＴＡ活動を促進するた
めの補助金を交付
② ＰＴＡ大会、会長会、専
門委員会、審査会等を年
間15回開催

①補助金の交付を実施
②30回以上実施

①「家庭の教育力
向上に関する取
組」と「子どもの
成長にともなう
保護者のあり方」
について情報交
換や講演を行う
ための、PTA大
会、会長会、専門
家委員会等を年
間５回以上開催
した割合

②各小中一貫教
育グループにお
いて、保護者・地
域の代表が参加
して家庭や地域
との連携につい
て協議する小中
一貫教育推進協
議会等を、年間２
回以上開催した
割合

①100％

②100％

①100%

②100%

①100%

②100%

①100%

②100%

①100%

②100%

①A

②A

再 4 ⑱
１①
1②

学校教育課 地域・企業等と連携
したキャリア教育の
推進

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

再 4 ⑱ １⑥

学校教育課 静岡型小中一貫教育
の推進

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

再 4 ⑱
３⑮
４⑲

学校教育課 部活動改革の推進 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

再 4 ⑱ ３⑯

学校教育課
教職員課
教育総務課

地域と協働した学校
の運営

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー
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56 4 ⑲
３⑮
４⑱

学校教育課 部活動改革の推進 従来の学校単位で
運営する部活動で
は持続可能と言え
ない状況であるこ
とから、部活動に
代わる「シズカツ」
を実施し、子ども
たちにとって価値
ある活動を維持し
ます。

持続可能で健全な実施に向け、 シズカツの実施体
制を構築します。

(1) シズカツガイドラインを策定します。
(2) エリア制と 休日の地域指導員の配置を行いま
す。
(3) 保護者、児童生徒への周知を行います。
(4) 指導力向上のための研修を実施します。

3,017 － － － － 『しずおか地域クラブ活
動』推進事業（所管：企画
課）へ移行

『（仮称）しずおか地域クラブ
活動』推進事業（所管：企画
課）へ移行

①所属エリアに
おける活動の選
択肢が10種類以
上ある割合

②経験ある指導
者が配置されて
いる(休日)割合

①
62.7%

②100%

①
68.3%

②100%

― ― ― －

57 4 ⑲ —

中央図書館 図書館サービスの
推進

生涯学び続けられ
る環境を確保する
ため、「市民一人ひ
とりの豊かな生活
を実現するための
役割を担う」という
図書館のサービス
方針に基づき、す
べての市民が等し
く読書を通じて文
字・活字文化の恩
恵を享受できる環
境を整備し、知識
基盤社会における
知識・情報の拠点
として市民の要請
に応えるための図
書館サービスを推
進します。

(1) インターネット等ICT環境を利用した図書館
サービスの推進
① 電子図書館の導入とコンテンツの購入・提供によ
り、誰もが情報を入手しやすく、市民の暮らしや仕
事、まちづくりに役立つ環境を整えます。
② 静岡に関係する電子資料の収集・作成を行い、提
供を図ります。

(2) 読書バリアフリー(視覚障害者、発達障害者等
の読書環境の整備)の促進
① 福祉資料(大活字本・LLブック等)の購入・活用を
図ります。
② 読み上げや文字の拡大機能付きの電子書籍を購
入し提供します。

5,251 9,656 9,740 9,694 13,370 (1)
① 電子書籍コンテンツの
購入と提供
② 静岡に関係する電子資
料の収集・作成と提供

(2)
① 福祉資料(大活字本・
LLブック等)の積極的な購
入・活用
② 読み上げや文字の拡大
機能付きの電子書籍の購
入と提供

(1)
① 電子書籍コンテンツの購入
と提供（３月末で1,265点）
② 静岡に関係する電子資料
の収集・作成と提供（３月末で
14点）

(2)
① 福祉資料(大活字本・LL
ブック等)の積極的な購入・活
用
② 読み上げや文字の拡大機
能付きの電子書籍の購入と
提供（３月末で読み上げ機能
付375点、拡大機能付
1,180点）

①図書館利用者
登録率の前年度
比

②人口一人当た
りの貸出点数の
前年度比

①
96.2%

②
96.3%

①
106.0%

②
94.1%

①100%

②100%

①
90.8%

②
98.2%

①100%

②100%

①A

②A

58 4 ⑲ —

生涯学習推進
課

高齢者学級、家庭
教育学級、女性学
級の開催

高齢者、子どもの
保護者、女性を対
象に、それぞれの
現代的課題に対す
る学習ニーズに応
えます。

(1) 高齢者学級の開催
　高齢者が、新たな知識、技術を学ぶとともに、仲間
づくりや異なる世代間の交流をとおし、豊かな人生
を送ることを目的に、高齢者学級を開催します。

(2) 家庭教育学級等の開催
　子どもの保護者が家庭教育に必要な現代的課題
等について学び、仲間をつくることにより、子ども
たちの健やかな成長を促し、豊かな人間性を育むこ
とを目的に、家庭教育学級等を開催します。

(3) 女性学級の開催
　女性が現代的課題等について学び、従来の役割分
担意識を見直し、仲間をつくることにより、より一層
社会に参画することを目的に、女性学級を開催しま
す。

23,375 25,465 26,413 25,552 26,417 (1) 高齢者学級の開催

(2) 家庭教育学級等の開
催

(3) 女性学級の開催

市内生涯学習施設38施設に
おいて

（１）34施設で36学級430
回実施

（2）２９施設で２９学級149
回実施

（3）２４施設で２４学級136
回実施

受講生満足度 92.7% 93.3% 93.0% 93.0% 93.0% A
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歴史文化課
文化政策課

歴史・文化の振興・
発信

ゆとりと潤いのあ
る生活を営めるよ
うにすること、本市
の歴史･文化を後
世へ永く伝えるこ
とを目的に、市民
が歴史・文化に触
れることのできる
環境を整備すると
ともに、市内外へ
積極的に発信して
いく取組を推進し
ます。

(1) 登呂博物館の運営
　特別史跡登呂遺跡の保存・管理活用及び、重要文
化財を含む出土品の保管、展示・公開、講座等の開
催を実施します。

(2) 芹沢銈介美術館の運営
　重要無形文化財保持者(人間国宝)で静岡市の名
誉市民である芹沢銈介氏の作品及び収集品の展
示・保管や講座等の開催を実施します。

※国の特別史跡登呂遺跡の発信をする登呂博物館
と、人間国宝・芹沢銈介の専門美術館である芹沢銈
介美術館が一体となって登呂エリアを活性化し、市
民・子どもたちへのシビック・プライドの醸成を図り
ます。

122,117 90,616 94,521 93,070 96,374 (1) 登呂博物館の運営
① 企画展４回、屋外体験
事業、教育普及事業25回
の実施
② 収蔵品の保管・管理・調
査・研究
③ 施設維持管理

(2) 芹沢銈介美術館の運
営
① 企画展４回、教育普及
事業８回(ワークショップ
等)、夜間開館イベント２
回、他館との協力イベント
２回、の実施
② 収蔵品の保管・管理・調
査・研究
③ 施設維持管理

(1) 登呂博物館の運営
① 企画展実施回数　４回。
屋外体験事業、教育普及事業
などの各種イベント実施回数
３７回。
② 収蔵品の保管・管理・調査・
研究
③ 施設維持管理

(2) 芹沢銈介美術館の運営
①企画展実施回数 ４回
　 教育普及事業実施回数 1６
回
　 夜間開館実施回数 ３回（ま
ちかどシアター、光の館、講演
会）
　 他館との協力イベント実施
回数 ２回（静岡市美術館、す
るが文化の散歩道）
②収蔵品の保管・管理・調査・
研究を実施
③施設維持管理：美術館の施
設維持のため各種保守点検
等委託業務を適正に実施

①登呂博物館来
館者数

②芹沢銈介美術
館来館者数

①
166千人

②
31千人

①
168千人

②
32千人

①
155千人

②
32千人

①156千
人

②３４千
人

①
170千人

②
33千人

①A

②S
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スポーツ振興
課

スポーツ活動の推
進

地域のスポーツ活
動を推進するとと
もに、スポーツイベ
ント等の開催によ
り、スポーツをする
機会を創出するこ
とで、誰もが健康
で豊かな生活を実
現します。

(1)学校等体育施設の活用
　施設ごとに設置されている「学校等体育施設利用
運営協議会」の活動を支援し、施設の環境を整備す
ることで、地域のスポーツ活動を推進します。

(2)スポーツイベント等の開催
　誰もが気軽に楽しめるニュースポーツ体験会をは
じめとしたスポーツイベントを開催することで、ス
ポーツをする機会を創出します。

85,717 87,631 101,120 73,374 85,953 (1) 学校等体育施設の活
用
　利用件数
92,000件
　利用人数 　延べ210万
人

(2) スポーツイベント等の
開催
　開催回数：21回
　参加人数：7,000人

(1) 学校等体育施設の活用
　利用件数　　　　92,000件
（見込み）
　利用人数 　延べ210万人
（見込み）

（２）スポーツイベント等の開
催
　開催回数：18 回
　参加人数：4,500人

スポーツが盛ん
なまちだと思う
市民の割合

62.5% 67.8% 64.6% 70.6% 65.3% S
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学識経験者からの助言等 
（）内はアクションプラン掲載番号 

１．静岡版道徳教育の推進（NO.４） 

静岡大学 島田桂吾 准教授 

〇道徳教育は道徳の授業だけでなく、学校教育活動全体を通して取り組んでいくことが必要があ

り、非常に難しいことではあるが、道徳の授業で養った道徳性を、他の授業や学校活動に実践

的に生かしていけるようにすることが重要である。 

〇静岡市の道徳教育は、体系的に取り組まれていると思われるが、道徳性をどのように捉え、ど

のように養い、実践に生かしていけるかといった点については、今後も研究を続けて頂きた

い。 

 

常葉大学大学院 安藤雅之 教授 

〇各校において道徳教育の現状や成果・課題をさらに把握、分析・検討すると共に、学校におけ

る道徳教育の位置づけを明確にし、こどもの道徳性を高め、深める取り組みを一層充実させて

いただきたい。 

 

２．豊富な自然環境を活かした環境教育の推進（NO.７） 

静岡大学 島田桂吾 准教授 

〇持続可能な社会づくりという観点から、環境問題を各論で捉えるのではなく、様々な分野を関

連付けながら考えていくことが重要である。また、こどもたちが環境問題を自分事として考え

られるようにすることが重要だと感じていることから、そういった授業となるよう、今後も研

究を進めながら、取り組んでいただきたい。 

 

常葉大学大学院 安藤雅之 教授 

〇環境教育については、校外学習などにより静岡市ならではの教育資源を活用した実践が進めら

れている。 

一方で学習活動がマンネリ化しないように、常に育成すべき資質・能力との関わりを踏まえ

た学習活動の創出に努めていただきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 
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３．校則の見直しの推進（NO.17） 

静岡大学 島田桂吾 准教授 

〇こどもたちの社会参画といった点からは非常に貴重な機会であり、全校で進められたことは大

きな成果である。 

〇校則の見直しに当たって、今後は一般的な社会通念や、学校のある地域という狭い社会におけ

る社会通念に照らして合理的であるかという観点を交えながら実施することも検討してほし

い。 

 

常葉大学大学院 安藤雅之 教授 

〇校則の見直しについては、単なる規則の改定ではなく、児童生徒自身が議論に参加し、多様な

考え方に触れながら合意形成を図る取組として進められている点に意義がある。このような経

験は、これからの社会を担う子どもたちに求められる主体性や社会参画への意識を育むものと

して期待できるため、今後もそのような点を意識しながら取り組んでいただきたい。 

 

４．特別支援教育の推進（NO.27） 

静岡大学 島田桂吾 准教授 

〇様々な取組について、きちんと成果を出しながら進めていると感じた。 

〇自閉症・情緒障害学級の授業改善としての非常勤講師配置は、素晴らしい取組であるため、そ

の効果についても、データなどで検証し、より良い支援につなげていってほしい。 

 

常葉大学大学院 安藤雅之 教授 

〇特別支援教育においては、支援員や看護職員の配置、巡回相談、就学相談、特別支援学級等の

整備を総合的に進め、必要な支援を必要な子どもに届けようとする姿勢がうかがえ、一人ひと

りの子どもの状況に応じた支援が進められていることは評価できる。今後は、人的支援によっ

て支えられている部分の配置人数の確保に加え、継続的な研修や専門性向上の仕組みを充実さ

せ、持続可能な支援体制を構築していってほしい。 
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５．悩みを抱える児童生徒に対する支援の充実（NO.27） 

静岡大学 島田桂吾 准教授 

〇多様な立場の大人が関わる支援体制が整えられている。その中でこどもたちが「ＳＯＳを出し

てよい」という安心感を、学校や社会の中で持てるようにする事が重要であるため、支援体制

があって、相談できることをこどもたちにきちんと伝えていくことも必要である。 

 

常葉大学大学院 安藤雅之 教授 

〇不登校支援について、スクールカウンセラーや教育相談員、訪問教育相談員、教育支援センタ

ーが連携した重層的な支援体制が構築されており、特別支援教育と同様に、一人ひとりの子ど

もの状況に応じた支援が進められていることは評価できる。さらに持続可能な支援体制の構築

に努めていただきたい。 

 

６．地域と協働した学校の運営（NO.51） 

静岡大学 島田桂吾 准教授 

〇学校運営協議会に求められる役割は、教員の働き方改革なども相まって、今後拡大していく可

能性があるため、優先順位をつけながら様々な課題などに取り組んでいき、協議会の在り方を

築き上げていくことが必要となる。また、学校運営協議会のほか、学校応援団がある中で、組

織をどうつないでいくかも重要である。 

 

常葉大学大学院 安藤雅之 教授 

〇多様化・複雑化する教育課題に対して、地域と協働した支援体制の構築を図っている点や、学

校・保護者・地域が協働して教育を進めようとする方向性が表れている点は大きな成果であ

る。一層、学校運営協議会の役割を明確にした取り組みを期待する。 

 

７．部活動改革の推進（NO.56） 

静岡大学 島田桂吾 准教授 

〇部活動改革は長年続いてきた学校文化の転換であり、大変難しいものと感じている。 

〇地域移行を機に、部活動は学校外での活動となり、こどもたちの自主的・自発的な活動といっ

た面が強くなり、社会教育の充実とも捉えられる。そういった中で、どのように指導者や活動

場所の確保などといった学校外での活動を保証していくかについては、学校だけでなく地域も

含め、長期的な視点で取り組んでいってほしい。 

 

常葉大学大学院 安藤雅之 教授 

〇地域移行に向けて、さらに指導者の確保など持続可能な実施体制を構築し、地域と協働しなが

ら取組を推進し、子どもたちの成長につなげてほしい。 
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